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国土交通省航空局長 
 

航 空 身 体 検 査 マ ニ ュ ア ル 
 

Ⅰ．目的 
 

このマニュアルは、航空機の安全な運航を確保する目的のために行われる航空身体検査証明

において、航空機乗組員の心身の状態が航空法施行規則別表第四の「身体検査基準」に適合す

るかどうかについて検査及び判定を行うにあたり、その検査及び判定の方法の適正かつ統一的

な運用を図るための指針である。 
 

Ⅱ．航空身体検査及び証明実施上の一般的な注意及び手続 
 

１．航空身体検査証明の意義 

１－１ 航空機の安全な運航を確保するため、航空機に乗り組んでその運航を行う者に対し

て、その業務を遂行するために必要な心身の状態を保持しているかどうか検査し、こ

れを保持している者にのみ航空身体検査証明を行う。航空身体検査証明を有していな

ければ航空業務を行ってはならない。 

１－２ 航空業務を遂行するために必要な心身の状態を保持しているかどうか、すなわち航

空医学的な適性があるかどうか検査及び判定を行うために、身体検査基準（航空法施

行規則別表第四）及びこのマニュアルが定められている。 

１－３ 航空身体検査証明の有効期間（以下「有効期間」という。）は航空法第32条及び航

空法施行規則第61条の３の規定に基づき、航空身体検査証明を受ける者が有する技能

証明の資格ごとに、その者の年齢及び心身の状態並びにその者が乗り組む航空機の運

航の態様に応じて定められている。身体検査は、これを行う時点における心身の状態

について断面的な検査を行うものであり、航空身体検査証明は、その有効期間中、航

空業務に支障を生ずることがないことを保証するものではない。航空法第71条には、
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航空機乗組員は、身体検査基準に適合しなくなったときは、航空身体検査証明の有効

期間中であっても航空業務を行ってはならないと規定されている。 

１－４ 航空医学的な適性と良好な健康状態は必ずしも同義ではなく、健康であっても不適

合と判定される場合もあるし、逆に、完全な健康状態と言えないまでも適合と判定さ

れることもあり得る。航空医学的な適性があるということは、以下の状態を意味する。 

（１）航空業務を実施するために必要な心身の状態を保持し、その状態が飛行のあらゆ

る状況下で安全に飛行するために必要な水準以上である。 

（２）その状態を航空身体検査証明書の有効期間中引き続き維持していると予想され

る。特に、飛行中の急性機能喪失（インキャパシテーション）は航空の安全にとっ

て重大な脅威であることから、急性機能喪失を起こすリスクを排除することが重要

である。 
 

２．指定医の責務 

２－１ 指定航空身体検査医（以下「指定医」という。）は、航空法第31条第１項に基づき

航空身体検査証明を行う権限を与えられている。 

２－２ 指定医は、航空法第31条第３項の規定に従い、身体検査を行う場合において、身体

検査基準を検査結果に適用するときは、この航空身体検査マニュアルに従い厳正かつ

慎重に行わなければならない。この場合において、検査結果が身体検査基準に適合す

るか否か不分明なときは、航空身体検査証明を行ってはならない。 

２－３ 指定医は、申請者が虚偽の申告やその他の不正な手段により航空身体検査証明書の

交付を受けようとしたと認められる場合には、航空法施行規則第61条の４第３項の規

定に従って、遅滞なく、その旨を国土交通大臣に報告しなければならない。 

２－４ 指定医が航空法第31条第３項の身体検査基準に適合しない者について航空身体検査

証明を行うと、航空機の安全な運航に支障を及ぼすおそれがあるため、航空法第149

条の２には、この場合の指定医に対する罰則が設けられている。 
 

３．身体検査の方法 

３－１ 指定医、又は航空身体検査指定機関において検査に従事する医師（以下「検査医」

という。）は、申請者が申告した既往歴、医薬品の使用等について問診によりその事

実を確認するよう努めなければならない。この場合、指定医又は検査医は申請者の同

意を得たうえ、申請者の日常の健康管理を担当している医師、家族等から必要に応じ

て所要の情報を入手し、既往歴、医薬品の使用等を確実に把握するよう努めなければ

ならない。 

３－２ 指定医は、検査医及び検査の一部を依頼した他の医療機関等に対し、航空身体検査

証明制度について十分に理解させるとともに、自己の責任の下に航空身体検査証明を

行わなければならない。 

３－３ 指定医は、申請者が常用している医薬品の使用により、航空機の正常な運航ができ

ないおそれがあると認められる場合は不適合とする。その医薬品の使用により、航空
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機の正常な運航ができないおそれがあるかどうか不明な場合は不適合とし、国土交通

大臣の判定を受けること。この場合、疾患の背景・医薬品の使用に起因する効果等を

詳述して申請すること。 

３－４ 申請者が一時的に医薬品を使用している場合において、身体検査結果に影響を及ぼ

していると判断された時は、医薬品の使用が終了した後に受検させるものとする。 

３－５ 指定医又は検査医は、既往歴、問診及び検査を行った結果及び所見、医薬品を使用

している場合には副作用の有無、その他判定の根拠となる事項を必ず航空身体検査証

明申請書の医師記入欄に記入すること。 
 

４．大臣判定申請 

４－１ 指定医は、航空身体検査の結果、不適合と判定した申請者に対し、航空法施行規則

第61条の２第３項による国土交通大臣の判定（以下「国土交通大臣の判定」という。）

を受けることができる旨を通知すること。指定医は、申請者が国土交通大臣の判定を

受けようとするときは、航空身体検査証明申請書の写しに必要な検査資料等を添付し

て、国土交通省航空局安全部安全政策課あて提出すること。 

なお、必要な資料は、Ⅲ．航空身体検査項目等の備考欄に示しているので参考にす

ること。 

４－２ 国土交通大臣の判定において、申請者が航空業務を行うのに支障を生じるかどうか

評価を行うため、実機又は模擬飛行装置等を用いて操縦室における運動機能等に関す

るチェック又は医学的飛行試験を要求する場合がある。また、申請者が提出した検査

資料等に不足や疑義がある場合、その他評価のために必要と認める場合には、他の医

療機関で受けた検査資料等の提出を要求する場合がある。 

４－３ 国土交通大臣は、必要があると認めるときは、国土交通大臣の判定において適合す

るとみなされた者が新たに航空身体検査証明を申請する場合は、当該者に対し、航空

法施行規則別表第四の規定の一部に適合しない原因となった傷病の症状の検査等を受

けるべきこと等を指示することができる。 

４－４ 国土交通大臣の判定を申請し、国土交通大臣が適合するとみなす判定をした者（４

－５の特別判定指示を受けた者を含む。）のうち、病態又は身体的異常が完治、欠損

治癒又は固定し、航空業務に支障を来すおそれのある状態に進行しないと認められる

ものは、国土交通大臣の指示（ケースクローズ指示）に基づき、それ以降の身体検査

においては、指定医は当該事項について基準に適合すると判定してよい。 

４－５ 国土交通大臣の判定を申請し、国土交通大臣が適合するとみなす判定をした者のう

ち、所見が安定しているとして国土交通大臣が特に指示（特別判定指示）するものは、

それ以降の身体検査においては、国土交通大臣が当該者及び指定医に対して別途通知

する事項に関して行った検査の結果に新たな変化が認められなければ、当該指定医は

当該事項について基準に適合すると判定してよい。 

４－６ 国土交通大臣又は指定医は、身体検査基準の一部に適合しない者のうち、国土交通

大臣がその者の経験及び能力を考慮して身体検査基準に適合するとみなした者につい
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て、有効期間を短縮することができるものとする。ただし、指定医は、国土交通大臣

の指示に基づいてのみ、有効期間を短縮することができるものとする。 
 

５．個人情報の保護 

５－１ 指定医は、「個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第57号）等に基づき、

個人情報の適正な取扱いを行うこと。 

５－２ 指定医は、法令に基づく場合等を除き、申請者本人の同意を得ないで、航空身体検

査証明以外の目的で、身体検査で知り得た情報を取り扱ってはならない。 

５－３ 国土交通大臣は、「個人情報の保護に関する法律」第69条に従って、法令に基づく

場合を除き、航空身体検査証明以外の目的のために個人情報を利用し、又は提供しな

い。 
 

６．その他 

指定医は自らの航空身体検査証明を行ってはならない。 
 

Ⅲ．航空身体検査項目等 
 

各検査項目における構成は、以下の統一的な考え方に基づいている。 

 １．身体検査基準：航空法施行規則別表第四の規定 

 ２．不適合状態 ：一般的・包括的な規定である「１．身体検査基準」をできる限り具体 

          的な疾患、機能異常等の状態として記載。なお、全ての不適合状態を 

          規定することは困難であることから、規定されていない状態であって 

          も、「１．身体検査基準」に照らして慎重に判断すること。 

 ３．検査方法及び検査上の注意：航空身体検査の方法、実施時期・間隔、注意事項等 

 ４．評価上の注意：問診、検査結果等の評価・判定を行うに当たっての注意事項等 

 ５．備考    ：大臣判定申請に必要な検査資料等の大臣判定申請をする際に参考とな 

          る情報のほか、各種の参考情報 

１．一 般 

１－１ 全身状態－１ 

１．身体検査基準 

頭部、顔面、頸部、躯幹又は四肢に航空業務に支障を来すおそれのある奇形、変形

又は機能障害がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 航空業務に支障を来す奇形、変形又は機能障害 

２－２ 酸素マスク等航空装具の着用を妨げる奇形、変形又は機能障害 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 術後及び外傷後については、７．運動器系も参照し、機能障害の有無を評価する

こと。 
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３－２ 側彎症又は後彎症については、航空業務に支障を来すおそれがなく、呼吸機能低

下がないと認められた場合は適合とする。 

４．評価上の注意 

５．備 考 

５－１ 何らかの奇形、変形又は機能障害を有する者で、航空業務に支障を来すか否かの

評価が困難な場合は、国土交通大臣の判定を受けることが必要である。この場合、

臨床経過及び現在の可動域、筋力等の運動機能についての評価等を付して申請する

こと。 

５－２ 上記５－１の者のうち、身体所見に変化する可能性がなく、航空業務に支障を来

すおそれがないことが確認されたものは、国土交通大臣の指示により、以後指定医

で適合とすることを許可される。 

 

１－２ 全身状態－２ 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある過度の肥満がないこと。 

２．不適合状態 

航空業務に支障を来すおそれのある過度の肥満 

３．検査方法及び検査上の注意 

４．評価上の注意 

肥満は、動脈硬化及び心血管系疾患の重要な危険因子の一つであり、体容量指数（Ｂ

ＭＩ）３０を超える高度の肥満の場合には、心血管系疾患に関する他の危険因子の有

無について検討し、乗務中の急性機能喪失の危険性を勘案して判定すること。また操

縦操作等に支障がないことも評価すること。なお、ＢＭＩの算出は、次の式による。 

ＢＭＩ＝体重（㎏）/身長（ｍ）２ 

５．備 考 

 

１－３ 腫 瘍 

１．身体検査基準 

悪性腫瘍若しくはその既往歴若しくは悪性腫瘍の疑いがないこと又は航空業務に支

障を来すおそれのある良性腫瘍がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 悪性腫瘍又はその疑いがあるもの 

２－２ 悪性腫瘍の既往歴があるもの 

２－３ 悪性腫瘍に関わる治療中のもの 

２－４ 航空業務に支障を来すおそれのある良性腫瘍 

３．検査方法及び検査上の注意 

悪性腫瘍の既往歴又は疑いがあるものは、画像検査、腫瘍マーカー等により十分に

検討を行うこと。 
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４．評価上の注意 

４－１ 良性腫瘍については、航空業務に支障を来すおそれがないと判断されたものにつ

いては適合とする。 

４－２ 消化管の内視鏡治療（内視鏡によるポリープ又は粘膜の切除術）後は、少なくと

も１週間の経過観察を行うこと。内視鏡により切除した腫瘍が悪性である場合、当

該腫瘍が粘膜内癌であること、切除した部分の切り口が断端陰性であること及び消

化器専門医の診断により再発等が認められないことが確認されれば、適合とする。 

４－３ 悪性腫瘍の既往歴については、根治術を受けて５年以上再発なく経過したことが

確認されれば、適合とする。 

５．備 考 

５－１ 上記２．不適合状態の者のうち、治療中又は治療後で経過良好であり、当該臓器

の機能及び運動機能が航空業務に支障を来すおそれがないと考えられる者が、国土

交通大臣の判定を受けようとする場合は、臨床経過、治療内容の詳細（手術を行っ

た場合は、手術記録、癌取扱規約、ＴＮＭ分類等による病理診断結果、手術後の諸

検査結果を含む。）及び再発・転移の徴候を否定する十分な経過観察の所見等（腫

瘍マーカー、画像検査等）を付して申請すること。術後の観察期間については、各

疾患の項を参照のこと。 

５－２ 上記５－１の者のうち、治療後十分な経過観察期間を経て、再発及び転移の所見

がないものは、国土交通大臣の指示により、以後指定医で適合とすることを許可さ

れる。 
 

１－４ 感染症 

１．身体検査基準 

重大な感染症又はその疑いがないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 後天性免疫不全症候群（ＡＩＤＳ） 

２－２ ヒト免疫不全ウイルス（ＨＩＶ）感染症 

２－３ 神経梅毒 

２－４ 活動性のある結核 

２－５ その他航空業務に支障を来すおそれのある感染症 

３．検査方法及び検査上の注意 

４．評価上の注意 

４－１ 肝炎については、４．消化器系４－１消化器疾患を参照のこと。 

４－２ 結核については、２．呼吸器系２－１呼吸器疾患も参照し、呼吸機能にも注意す

ること。 

４－３ 「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（平成10年法律第

114号）で規定されている疾患については、これに従って対応すること。 

５．備 考 
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５－１ ＨＩＶ感染症の者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、認知機能に

異常がないこと、ＡＩＤＳでないこと、適切な治療を受けていること、及び治療の

副作用がないこと等を付して申請すること。 
５－２ 梅毒感染症の者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、認知機能に異

常がないこと、神経梅毒を呈していないこと、適切な治療を受けていること等を付

して申請すること。 
 

１－５ 内分泌及び代謝疾患 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある内分泌疾患若しくは代謝疾患又はこれらに基づ

く臓器障害若しくは機能障害がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 甲状腺疾患で治療を必要とするもの 

２－２ 下垂体疾患、副腎疾患又は副甲状腺疾患 

２－３ 常時インスリン又は経口血糖降下薬を必要とする糖尿病 

２－４ 痛風又は痛風発作のおそれがある高尿酸血症 

２－５ 臓器障害のおそれがある脂質異常症 

２－６ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いがあるもの 

２－７ 内分泌疾患の手術歴のあるもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 甲状腺疾患の既往歴があるか、又はその疑いがある場合は、甲状腺機能検査を実

施すること。 

３－２ 糖代謝異常が疑われる場合は、糖尿病の有無について検討すること。 

３－３ その他の内分泌疾患又は代謝疾患が疑われる場合には、血液検査、画像検査等を

行い確認すること。 

４．評価上の注意 

４－１ 甲状腺疾患（術後及びアイソトープ治療後を含む。）でホルモン補充療法中の者

で、薬剤の用法用量が一定した後、少なくとも１ヶ月間経過観察し、FT３、FT４が安

定して推移し、かつ、無症状のものは適合とする。 

４－２ 甲状腺機能亢進症で、術後又はアイソトープ治療後、FT３、FT４が少なくとも１

ヶ月間安定して経過し、かつ、無症状のものは適合とする。 

４－３ 副腎疾患のうち、原発性アルドステロン症は、手術の有無にかかわらず、血圧が

安定し、降圧薬（降圧利尿薬（抗アルドステロン薬を含む。）、カルシウム拮抗薬、

β－遮断薬、αβ－遮断薬、ＡＣＥ阻害薬、及びＡⅡ受容体拮抗薬に限る。）を使

用して副作用が認められないものは適合とする。 

４－４ チアゾリジン誘導体、ビグアナイド薬、αグルコシダーゼ阻害薬、DPP-4阻害薬、

GLP-1受容体作動薬、SGLT-2阻害薬の投与については、投与開始後、少なくとも１

ヶ月以上の観察期間を経て、血糖が適切にコントロールされており、薬剤の副作用

がない場合には適合とする。この際、食後血糖についても検討し、低血糖及び高血
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糖の可能性について十分勘案することが必要である。 

４－５ 糖尿病による合併症の発症進展抑制のためには、HbA1cの目標値（日本糖尿病学

会ガイドライン）を参考として血糖をコントロールすることが推奨される。 

４－６ 痛風及び痛風発作のおそれがある高尿酸血症の者のうち、尿酸排泄薬、尿酸生成

阻害薬、酸性尿改善薬を使用開始後、少なくとも１週間以上の経過観察期間を経て、

症状及び使用医薬品の副作用がなく、血清尿酸値が安定していることが確認されれ

ば適合とする。 

４－７ 脂質異常症の治療のために、スタチン、プロブコール、フィブラート系薬、ニコ

チン酸系薬、多価不飽和脂肪酸、植物ステロール、陰イオン交換樹脂又は小腸コレ

ステロールトランスポーター阻害薬を使用する場合には、使用開始後、少なくとも

１週間の経過観察期間を経て、血清脂質値が安定し、かつ、使用医薬品の副作用が

認められず、高度の動脈硬化所見がないことが安静時心電図、眼底所見、頸部血管

雑音等により確認されれば適合とする。 

４－８ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いがあるものについては、１．一般１－３腫瘍を

参照のこと。 

５．備 考 

５－１ チアゾリジン誘導体、ビグアナイド薬、αグルコシダーゼ阻害薬、DPP-4阻害薬、

GLP-1受容体作動薬、SGLT-2阻害薬以外の薬剤を必要とする糖尿病で、血糖が適切

にコントロールされている者が国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、血糖

及びHbA1cの推移を含む検査結果、合併症（神経障害、眼症及び腎症）の有無、治

療内容を含む臨床経過の詳細、血糖日内変動等を付して申請すること。 

５－２ 上記２．不適合状態の者で、下垂体疾患、副腎疾患又は副甲状腺疾患等の内分泌

及び代謝疾患の手術歴のある者（内分泌機能が正常となり、治療を必要としなくな

った者）が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、手術記録、手術後の内

分泌検査結果及び現症や治療内容を含む臨床経過等を付して申請すること。 

５－３ 上記５－１及び５－２の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病

態等が進行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後

指定医で適合とすることを許可される。 

 

１－６ リウマチ性疾患、膠原病又は免疫不全症 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのあるリウマチ性疾患、膠原病又は免疫不全症がない

こと。 

２．不適合状態 

２－１ リウマチ及びリウマチ類縁疾患 

２－２ 膠原病及び膠原病類縁疾患 

２－３ 先天性又は後天性免疫不全症 

３．検査方法及び検査上の注意 
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上記疾患が疑われた場合には慎重に判断し、その活動性、併発疾患の有無等を確認

すること。 

４．評価上の注意 

４－１ 上記２－１、２－２又は先天性免疫不全症について、検査結果等を総合的に判断

し、その活動性が認められない場合で、航空業務に支障を来すおそれがないと判断

される場合は適合とする。 

４－２ 後天性免疫不全症候群（ＡＩＤＳ）及びヒト免疫不全ウイルス（ＨＩＶ）感染症

については、１．一般１－４感染症を参照のこと。 

５．備 考 

５－１ 上記２－１、２－２又は先天性免疫不全症の者で、一定の治療で活動性がなく航

空業務に支障を来すおそれのある運動器障害のない者が国土交通大臣の判定を受

けようとする場合は、治療内容を含む臨床経過、各種検査結果、活動性の有無につ

いての検討や併発疾患の有無についての記録等を付して申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病態等が進行

しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医で適

合とすることを許可される。 
 

１－７ アレルギー疾患 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのあるアレルギー性疾患がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 高度の鼻閉を伴うアレルギー性鼻炎 

２－２ アレルギー性結膜炎又はアレルギー性眼瞼炎 

２－３ アレルギー性皮膚疾患 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 気管支喘息については、２．呼吸器系２－１呼吸器疾患を参照のこと。 

３－２ 病歴及び問診等により２．不適合状態が疑われる場合には、慎重に検討を行い、

必要に応じて耳鼻咽喉科医、眼科医又は皮膚科医の診断により確認すること。 

４．評価上の注意 

４－１ 上記２．の不適合状態については、掻痒、流涙又は鼻汁等の症状が軽微であり、

航空業務に支障を来すおそれのない場合は、適合とする。 

４－２ アレルギー性の諸症状が外用薬（点鼻、点眼及びステロイド含有の外用薬を含む。

免疫抑制薬はタクロリムス水和剤、ＪＡＫ阻害薬、及びＰＤＥ阻害薬に限る。）、

内服薬（フェキソフェナジン、ロラタジン、デスロラタジン及びビラスチンに限る。）

又は減感作療法（舌下免疫療法を含む。）により抑制されている場合は、適合とす

る。なお、減感作療法を行う場合は、最低１週間の観察期間を経て、使用医薬品の

副作用の有無、治療状況を確認すること。減感作療法の継続治療での皮下注射後４

時間以内は航空業務を行ってはならない。 

ただし、フェキソフェナジン、ロラタジン、デスロラタジン及びビラスチン以
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外の第二世代の抗ヒスタミン薬を服用する場合は、眠気・集中力低下等の副作用

がないことを指定医又は乗員健康管理医が確認した場合は、適合とする。ただし、

少なくとも通常投与間隔の２倍の時間は航空業務を行ってはならない。 

５．備 考 

 

１－８ 睡眠障害 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある眠気の原因となる睡眠障害がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 睡眠時無呼吸・低呼吸症候群 

２－２ その他航空業務に支障を来す睡眠障害 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 問診において、特に周囲からのいびき及び睡眠中の呼吸停止の指摘の有無、日中

の過度の眠気の有無を確認すること。問診上、睡眠障害が疑われる場合は、さらに

エポワス眠気尺度（ＥＳＳ）等の検査を実施し、総合的に判断を行うこと。その結

果、睡眠時無呼吸症候群を疑う場合は、終夜睡眠ポリグラフ検査（ＰＳＧ）を行い、

必要時には覚醒維持検査（ＭＷＴ）を実施して十分な検討を行うこと。 

３－２ 睡眠障害については、基礎疾患（耳鼻咽喉科、呼吸器科、歯科領域等）の有無に

ついても十分な検討を行うこと。 

３－３ ＰＳＧ検査は、以下の項目について検討を行うこと。 

・呼吸モニター（鼻・口気流、胸部及び腹部の換気運動） 

・酸素飽和度（SpO2) 

・睡眠・覚醒・睡眠深度（脳波、眼球運動、頤筋電図） 

・心電図検査 

３－４ ＭＷＴは２０分法又は４０分法で、２時間以上間隔をあけて１日４回行い、覚醒

を維持できた時間を測定すること。 

４．評価上の注意 

４－１ 上記２－１について、ＰＳＧの結果、無呼吸低呼吸指数(AHI)≧20であった場合

は不適合とする。 

４－２ ＰＳＧの結果、15≦AHI＜20であった場合、専門医が治療中又は治療不要と診断

しているときに限り、ＥＳＳを含む問診を十分に確認し、日中の過度の眠気等が

なく航空業務に支障を来すおそれがないと認めた場合は適合とする。 

４－３ ＰＳＧの結果、5≦AHI＜15であった場合、ＥＳＳを含む問診を十分に確認し、

日中の過度の眠気等がなく航空業務に支障を来すおそれがないと認めた場合は適

合とする。 

４－４ 睡眠障害に対して睡眠導入薬を使用する場合、酒石酸ゾルピデム、ゾピクロン、

エスゾピクロン及びラメルテオンについては、常習性及び依存性のないこと並び

に事前に試用して服用２４時間後には眠気・集中力低下がないことを指定医又は
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乗員健康管理医が確認した場合は、その使用を適合とする。ただし、服用後２４

時間以内は航空業務を行ってはならず、また、常習性及び依存性を醸成する恐れ

があることから、１週間で２回までの頻度とし、かつ、年齢に応じた適用量での

使用に限る。また、上記四つの薬剤以外の使用は不適合である。 

４－５ 睡眠障害に対してアルコールを使用することは避けるべきである。そのような

習慣がある場合には、アルコール依存の有無について注意深く問診すること。 

５．備 考 

５－１ 上記２．不適合状態の者で、治療により改善し、航空業務に支障を来すおそれが

ないと判断された者が国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、問診内容及び

治療内容を含む臨床経過並びに治療前後のＰＳＧ検査結果及びＭＷＴ結果を付し

て申請すること。なお、マウスピース又はn－CPAPを使用している場合には、コン

プライアンスについても記載すること。また、ＰＳＧ及びＭＷＴの方法については、

３．検査方法及び検査上の注意を参照のこと。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な経過観察期間を経て経過良好であって、病態等が

進行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医

で適合とすることを許可される。 
 

２．呼吸器系 

２－１ 呼吸器疾患 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある呼吸器疾患又は胸膜・縦隔疾患がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 気管支喘息 

２－２ 慢性閉塞性肺疾患 

２－３ 慢性拘束性肺疾患 

２－４ サルコイドーシス 

２－５ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いがあるもの 

２－６ 活動性のある肺結核症 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 胸部エックス線検査は、初回の航空身体検査時に実施すること。その後は問診・

診察上必要と判断した場合に実施し、十分検討を行うこと。 

３－２ 問診・診察上必要と判断した場合には、呼吸機能検査を行うこと。呼吸機能検査

は、簡易スパイロメーターでよい。 

３－３ 気管支喘息の既往歴がある場合は、問診の際に最近の発作の有無等に十分注意す

ること。 

４．評価上の注意 

４－１ 呼吸機能検査の結果、次の（１）又は（２）の場合は不適合とする。 

（１）％肺活量が８０％以下のもの 
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（２）１秒率(FEV1.0%)が７０％以下のもの 

４－２ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いがあるものについては、１．一般１－３腫瘍

を参照のこと。 

４－３ 感染症については、１．一般１－４感染症を参照のこと。 

４－４ 気管支喘息の既往歴がある者で、３年以上無症状のもの（この間に治療を行っ

ていないものに限る。）は適合とする。 

５．備 考 

５－１ 気管支喘息でコントロール良好な者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場

合は、治療内容や発作の頻度を含む臨床経過、ピークフロー等の検査結果を付して

申請すること。 

５－２ サルコイドーシスの診断を受けた者であって自覚症状がなく、かつ、治療を必要

としないものが、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、臨床経過、血清カ

ルシウム濃度、呼吸機能検査、67Gaシンチグラム等核医学検査を含む画像所見、心

サルコイドーシスの評価、眼科的所見等の検査結果を付して申請すること。 

５－３ 上記５－１及び５－２の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病

態等が進行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後

指定医で適合とすることを許可される。 
 

２－２ 気胸 

１．身体検査基準 

自然気胸又はその既往歴がないこと。 

２．不適合状態 

自然気胸又はその既往歴のあるもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

４．評価上の注意 

自然気胸の既往歴がある場合、開胸手術後２ヶ月、胸腔鏡下手術後１ヶ月を経過し

た後、呼吸機能検査の結果が基準を満たし、手術時所見及び合併症の有無を確認し、

航空業務に支障を来すおそれがないと認められた場合は適合とする。なお、呼吸機能

検査の基準については、２．呼吸器系２－１呼吸器疾患を参照のこと。 

５．備 考 

５－１ 自然気胸の既往歴があるものの手術を受けていない者が、国土交通大臣の判定を

受けようとする場合は、発症後１年以上を再発なく経過し、かつ胸部ＣＴ上ブラが

ないことを確認した上で、現症を含む臨床経過、胸部エックス線写真及び胸部ＣＴ

（肺尖から２㎝については５㎜間隔）等の画像所見、呼吸器機能検査及び呼吸器外

科医による現時点での手術適応の有無についての意見書等を付して申請すること。 

５－２ 手術の有無にかかわらず胸部ＣＴ上ブラ（巨大囊胞を除く。）を認める者が、国

土交通大臣の判定を受けようとする場合は、気胸発症後２年間又は術後２年間、ブ

ラの増大傾向が認められないことを確認した上で、呼吸器内科若しくは呼吸器外科
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専門医による自然気胸発生の可能性が少ないという意見書等を付して申請するこ

と。 

５－３ 上記５－１、５－２の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病態

等が進行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指

定医で適合とすることを許可される。 

 

２－３ 胸部手術 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある胸部の手術による後遺症がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 開胸手術後２ヶ月を経過しないもの 

２－２ 胸腔鏡下手術後１ヶ月を経過しないもの 

２－３ 手術後、心肺機能に障害のあるもの又は心肺機能が航空業務により悪化するおそ

れのあるもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

胸部の手術歴がある場合は、原疾患について十分に問診を行い、必要に応じて手術

時所見や病理診断書を参考にすること。 

４．評価上の注意 

手術後の心機能及び呼吸機能を心臓超音波検査、呼吸機能検査等により確認するこ

と。 

５．備 考 

 

３．循環器系及び脈管系 

３－１ 血圧異常 

１．身体検査基準 

収縮期血圧１６０㎜Hg未満、拡張期血圧が９５㎜Hg未満であり、かつ、自覚症状を

伴う起立性低血圧がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 高血圧 

２－２ 自覚症状を伴う起立性低血圧 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 血圧値が基準値を超える場合には、必要に応じ繰り返して測定し、又は２４時間

血圧計を使用して測定し、慎重に判断すること。 

３－２ 降圧薬の使用の有無を問診により確認するとともに、服用中の場合はその副作用

について十分な検討をすること。 

３－３ 自覚症状があり起立性低血圧の疑いがある場合は起立耐性検査を実施すること。 

４．評価上の注意 

４－１ 血圧値について、検査当日中に基準値内の血圧が得られない時は、１週間以内に
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再度測定し、基準値内にあることを確認すること。この場合、身体的所見等を総合

的に評価し、異常のないことを確認すれば、適合とする。 

４－２ いわゆる白衣高血圧（普段は高血圧ではないが診察室において高血圧となる現

象）の可能性がある場合は、２４時間血圧計を使用し、平均１３５/８０mmHg未満

であり、かつ、早朝及び夜間高血圧が否定されれば適合とする。 

４－３ 次に掲げる降圧薬を使用する場合であって、降圧薬の使用により血圧値が基準値

を超えず、かつ、一定用量が維持されてから２週間を経過した後使用降圧薬による

副作用が認められないときは、適合とする。 

（１）降圧利尿薬（抗アルドステロン薬を含む。） 

（２）カルシウム拮抗薬 

（３）β-遮断薬、αβ-遮断薬 

（４）ＡＣＥ阻害薬 

（５）ＡⅡ受容体拮抗薬 

４－４ 降圧薬の減量の際は、少なくとも１ヶ月間は症状の有無の確認及び適宜血圧測定

を行い、安定した血圧値が得られていることを確認すること。 

４－５ 逆白衣高血圧（診察時は血圧値が正常範囲内であるが、自由行動下で血圧高値と

なるもの）の可能性についても十分に注意すること。 

４－６ 治療を必要とすると判断される高血圧の場合は、治療について説明を十分に行

い、血圧管理がなされた後航空業務に従事することが望ましい。 

４－７ 自覚症状を伴う起立性低血圧は、起立耐性検査として仰臥位又は座位から立位へ

の体位変換後３分以内に収縮期血圧が２０mmHg以上低下する、収縮期血圧の絶対値

が９０mmHg未満に低下する、又は拡張期血圧が１０mmHg以上低下することが認めら

れた場合は、不適合とする。 

５．備 考 

５－１ 上記４－３に示した降圧薬以外の降圧薬を使用している者であって経過良好な

者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、治療内容を含む臨床経過及び

血液生化学検査結果、安静時心電図、心臓超音波検査及び眼底所見等の所見を付し

て申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病態等が進行

しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医で適

合とすることを許可される。 
 

３－２ 心筋障害 

１．身体検査基準 

心筋障害又はその徴候がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 心筋症又はその疑いのあるもの 

２－２ 心筋炎又はその既往歴のあるもの 
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３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 安静時心電図検査は、下記のとおり実施すること。ただし、問診等により必要を

認めた場合は、下記以外の検査時にも心電図検査を行い、十分に検討すること。 

［第１種］ 

３－２ 初回の航空身体検査時及び30歳に達した後の最初の航空身体検査時に実施し、そ

の後40歳に達するまでの間は、前回の検査から２年に１回の間隔で実施し、40歳に

達した後は、前回の検査から１年に１回の間隔で実施すること。ただし、30歳以上

40歳未満、かつ、有効期間が１年未満の者は、前回の検査から２年を経過する直前

の身体検査時に実施し、40歳以上、かつ、有効期間が１年未満の者は、前回の検査

から１年を経過する直前の航空身体検査時に実施すること。 

［第２種］ 

３－３ 自家用操縦士の資格についての技能証明のみを有する者にあっては、初回の航空

身体検査時及び30歳に達した後の最初の航空身体検査時に実施し、その後40歳に達

するまでの間は、前回の検査から５年に１回の間隔で実施し、40歳に達した後は最

初の航空身体検査時に実施し、その後は前回の検査から２年に１回の間隔で実施

し、50歳に達した後は、前回の検査から１年に１回の間隔で実施すること。ただし、

30歳以上40歳未満、かつ、有効期間が５年未満の者は前回の検査から５年を経過す

る直前の航空身体検査時に実施し、40歳以上50歳未満、かつ、有効期間が２年未満

の者は前回の検査から２年を経過する直前の航空身体検査時に実施し、50歳以上、

かつ、有効期間が１年未満の者は、前回の検査から１年を経過する直前の航空身体

検査時に実施すること。 

３－４ 自家用操縦士以外の資格についての技能証明を有する者にあっては、初回の航空

身体検査時及び30歳に達した後の最初の航空身体検査時に実施し、その後40歳に達

するまでの間は、前回の検査から２年に１回の間隔で実施し、40歳に達した後は、

前回の検査から１年に１回の間隔で実施すること。ただし、30歳以上40歳未満、か

つ、有効期間が１年未満の者は、前回の検査から２年を経過する直前の身体検査時

に実施し、40歳以上、かつ、有効期間が１年未満の者は、前回の検査から１年を経

過する直前の航空身体検査時に実施すること。 

４．評価上の注意 

４－１ 心筋障害は航空の安全を脅かす疾患であるため、心電図の判読に当たっては、必

要に応じて専門医の診断により確認すること。 

４－２ 血液検査等で治癒が確認された心筋炎について、心臓超音波検査等で心機能に異

常がない場合は、適合とする。 

５．備 考 

５－１ 上記２．不適合状態の者で経過良好な者が、国土交通大臣の判定を受けようとす

る場合は、臨床経過及び安静時心電図検査、心臓超音波検査（ドップラー法）、核

医学検査等の結果を付して申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病態等が進行
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しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医で適

合とすることを許可される。 
 

３－３ 冠動脈疾患 

１．身体検査基準 

冠動脈疾患又はその徴候がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 心筋梗塞若しくは狭心症又はこれらの既往歴のあるもの 

２－２ 無症候性心筋虚血又はその既往歴のあるもの 

２－３ 冠動脈障害に対する治療歴のあるもの 

（１）経皮経管冠動脈形成術（ＰＣＩ） 

（２）冠動脈バイパス術（ＣＡＢＧ） 

（３）その他 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 安静時心電図検査は、３．循環器系及び脈管系３－２心筋障害、３．検査方法及

び検査上の注意に準じる。 

３－２ 安静時心電図所見又は臨床所見上、上記不適合状態が疑われる場合は、安全性を

考慮した上で、必要に応じ運動負荷心電図検査を行う。運動負荷心電図検査の判定

が陽性である場合又は検査が困難な場合は、冠動脈ＣＴ検査又は核医学検査（タリ

ウム-２０１若しくはテクネチウム-９９ｍによる負荷心筋シンチ検査）を実施し、

十分な検討を行うこと。 

３－３ 運動負荷心電図検査を行う場合、心拍数が年齢相当最大心拍数の８５％以上にな

ること。 

年齢相当最大心拍数＝（２２０－年齢）回/分 

４．評価上の注意 

４－１ 冠動脈疾患は航空の安全を脅かす疾患であるため、心電図の判読に当たっては、

必要に応じて循環器専門医の診断により確認すること。 

４－２ 運動負荷心電図、冠動脈ＣＴ検査及び核医学検査の判定については、循環器専門

医の診断により確認すること。 

４－３ 安静時心電図所見及び臨床症状から上記２．不適合状態が疑われる場合で、運動

負荷心電図で虚血を否定できない場合には、冠動脈ＣＴ検査で有意な狭窄が認めら

れないか又は核医学検査で虚血所見が認められなければ適合とする。ただし、冠攣

縮性狭心症の疑いのある場合は不適合とする。 

５．備 考 

５－１ 運動負荷心電図、冠動脈ＣＴ検査及び核医学検査において、心筋虚血を否定でき

ない者が国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、臨床経過、安静時心電図、

心臓超音波検査、運動負荷心電図検査、冠動脈ＣＴ検査又は核医学検査、及び必要

に応じて冠動脈造影所見等を付して申請すること。 
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５－２ 冠動脈疾患により、ＰＣＩ又はＣＡＢＧ等の冠動脈血行再建術による治療歴を有

する者であって、手術後に心イベントを呈さず、手術から１年間を無症候に経過し

ている者で、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、治療内容を含む臨床経

過、安静時心電図、心臓超音波検査、運動負荷心電図検査、冠動脈造影又は冠動脈

ＣＴ所見等を付して申請すること。また、国土交通大臣の判定申請に適用する追加

運用指針 経皮経管冠動脈形成術（ＰＣＩ）、冠動脈バイパス術（ＣＡＢＧ）等（付

録１－４）を参照すること。 

５－３ 上記５－１及び５－２の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病

態等が進行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後

指定医で適合とすることを許可される。 
 

３－４ 先天性心疾患 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある先天性心疾患がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 先天性心脈管異常 

２－２ 先天性心脈管異常により治療歴のあるもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

診察に当たっては、心雑音に注意し、必要に応じて超音波検査を実施すること。 

４．評価上の注意  

５．備 考 

５－１ 先天性心脈管異常の治療歴を有する者又は治療の必要がないと判断される者で

あって、航空業務に支障を来すおそれがないと認められる者が、国土交通大臣の判

定を受けようとする場合は、安静時心電図、ホルター心電図、運動負荷心電図検査

及び心臓超音波検査結果、胸部レントゲン写真、自覚症状の有無、現症及び治療内

容を含む臨床経過等を付して申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病態等が進行

しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医で適

合とすることを許可される。 
 

３－５ 後天性弁膜疾患 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある後天性弁膜疾患又はその既往歴がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 大動脈弁狭窄症 

２－２ 大動脈弁閉鎖不全症 

２－３ 僧帽弁狭窄症 

２－４ 僧帽弁閉鎖不全症又は僧帽弁逸脱症候群 
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２－５ 三尖弁閉鎖不全症 

２－６ 弁膜疾患の治療中又は治療歴のあるもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

問診、身体所見、安静時心電図検査等から必要と考えられる場合は、心臓超音波検

査を実施すること。 

４．評価上の注意 

４－１ 上記２．不適合状態について、心臓超音波検査（ドップラー法）で重症度がmild

所見以内であり、かつ、航空業務に支障を来すおそれがない場合は適合とする。 

４－２ 僧帽弁逸脱については、自覚症状、心電図異常（T波、不整脈）がなければ適合

とする。 

５．備 考 

５－１ 弁形成術又は弁置換術による治療歴を有する者であって手術後に心イベントを

呈さず、手術から１年間を無症候に経過している者で、国土交通大臣の判定を受け

ようとする場合は、手術記録や治療内容を含む臨床経過、安静時心電図検査、ホル

ター心電図、運動負荷心電図検査及び心臓超音波検査（ドップラー法）等を付して

申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病態等が進行

しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医で適

合とすることを許可される。 
 

３－６ 心膜疾患 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある心膜の疾患がないこと。 

２．不適合状態 

心膜炎又はその既往歴のあるもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

診察に当たっては、心膜摩擦音に注意すること。また、原因疾患（感染、リウマチ

性、膠原病等）については、十分に検討を行うこと。 

４．評価上の注意 

血液検査等により、心膜炎の治癒が確認された後、心臓超音波検査等によって後遺

症が認められない場合は、適合とする。 

５．備 考 
 

３－７ 心不全 

１．身体検査基準 

心不全又はその既往歴がないこと。 

２．不適合状態 

心不全又はその既往歴のあるもの 
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３．検査方法及び検査上の注意 

心不全の疑いのあるものは、その原因疾患について慎重に診断すること。 

４．評価上の注意  

５．備 考 
 

３－８ 調律異常 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある刺激生成又は興奮伝導の異常がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 洞機能不全症候群 

２－２ 一過性若しくは持続性の上室頻拍又は心房粗細動又はその既往歴のあるもの 

２－３ 心室頻拍又は多源性心室期外収縮が頻発するもの 

２－４ 心室期外収縮のうち、連発を繰り返すもの又はR on Tを示すもの 

２－５ 第２度房室ブロック（モビッツⅡ型） 

２－６ 完全房室ブロック 

２－７ 完全左脚ブロック 

２－８ 完全右脚ブロック 

２－９ WPW症候群のうち、発作性頻拍を伴うもの又はその既往歴のあるもの 

２－10 先天性ＱＴ延長症候群 

２－11 ブルガダ症候群 

２－12 その他心電図上、重大な心疾患を推定できるもの 

２－13 人工心臓ペースメーカー又は植え込み型除細動器を装着しているもの 

２－14 調律異常に対して侵襲的治療（カテーテル心筋焼灼術等）を行ったもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 問診上、意識消失発作の既往等を十分に確認すること。 

３－２ 心電図上不整脈が認められた場合は、ホルター心電図等により確認すること。 

３－３ 徐脈を呈する者については、洞不全症候群の有無等について、十分な検討を行う

こと。 

４．評価上の注意 

完全右脚ブロックについて、初めて評価を行う際には、臨床症状がなく、心臓超音

波検査、ホルター心電図検査、冠動脈ＣＴ検査等の結果、原因となる疾患のない場合

は、適合とする。その後は、毎更新時に安静時心電図を確認し、経時的変化のないこ

と（PQ間隔、QRS幅、軸）を確認すること。 

５．備 考 

５－１ カテーテル心筋焼灼術後、６ヶ月以上ホルター心電図等による経過観察及び検討

を行った後、病態が安定している者が国土交通大臣の判定を受けようとする場合

は、治療内容を含む臨床経過、安静時心電図、ホルター心電図、心臓超音波検査等

の検査結果を付して申請すること。また、「調律異常の取扱いについて」（平成25



 - 20 -

年11月27日制定、国空航第687号）を参照すること。 

５－２ ブルガダ様心電図を呈し、①失神歴又は②突然死（45歳未満、蘇生例を含む。）

の家族歴のいずれかがある場合は、循環器専門医による電気生理学的検査及び薬物

負荷を含む検査を行い、ブルガダ症候群であるかの確定診断をつけること。心電図

異常を認めるが上記①及び②のいずれも無い場合、安静時１２誘導心電図（V１-

３のみ第２肋間、第３肋間での測定を実施する。）、加算平均心電図、ホルター心

電図、心臓超音波検査（右心系拡大が疑われる場合、心臓ＭＲＩ又は心臓ＣＴを行

う。）、運動負荷試験（虚血、不整脈評価とともに運動中止直後の回復期でのV１-

３の波形顕性化の有無を記載する。）、必要に応じて満腹試験を実施した結果、ブ

ルガダ症候群との確定診断がつかない者、又はブルガダ症候群と確定診断されたが

ＩＣＤの適応がない者が国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、前記の検査

結果等を付して申請すること。 

５－３ 上記５－１及び５－２以外の２．不適合状態の者が国土交通大臣の判定を受けよ

うとする場合は、治療内容を含む臨床経過（血圧の推移等）、安静時心電図検査、

運動負荷心電図検査、ホルター心電図検査、心臓超音波検査、必要に応じて核医学

検査等を付して申請すること。また、「調律異常の取扱いについて」（平成25年11

月27日制定、国空航第687号）を参照すること。 

５－４ 上記５－１、５－２及び５－３の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であ

って、病態等が進行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示によ

り、以後指定医で適合とすることを許可される。 

 

３－９ 脈管障害 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある動脈疾患、静脈疾患又はリンパ系疾患が認めら

れないこと。  

２．不適合状態 

２－１ 動脈疾患 

（１）末梢動脈閉塞性疾患 

（２）動脈瘤又はその治療歴のあるもの 

（３）レイノー症候群 

２－２ 静脈疾患 

深部静脈血栓症 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 動脈瘤の疑いがある場合は、画像検査等により慎重に診断すること。 

３－２ 間歇跛行を呈する場合は、末梢動脈閉塞性疾患に注意すること。 

３－３ 動脈硬化性の末梢動脈障害を認めた場合は、冠動脈及び頚動脈の病変に注意する

こと。 

４．評価上の注意 
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４－１ 上記２－１（１）及び（３）について、基礎疾患を認めず、治療の必要がなく、

航空業務に支障を来すおそれがないと判断された場合は、適合とする。 

４－２ 上記２－２の深部静脈血栓症のうち、原因疾患又は誘因が明確な場合で、それら

が解消されている場合は適合とする。 

５．備 考 

５－１ 動脈瘤術後（グラフト置換術等）、十分な観察期間を経て経過良好な者が、国土

交通大臣の判定を受けようとする場合は、手術記録や治療内容を含む臨床経過、画

像所見、頚動脈エコーによる動脈硬化の評価、脂質系及び凝固系を含む血液検査等

を付して申請すること。なお、胸腹部大動脈瘤の場合は冠動脈ＣＴ検査の追加も考

慮すること。 

５－２ 侵襲的治療の適応のない動脈瘤で、経過良好な者が、国土交通大臣の判定を受け

ようとする場合は、臨床経過、動脈瘤の大きさを評価した画像所見、頚動脈エコー

による動脈硬化の評価、冠動脈ＣＴによる冠動脈病変の有無及び脂質系を含む血液

検査等を付して申請すること。 

５－３ 脈管障害に対して治療後又は治療中で、経過良好な者が、国土交通大臣の判定を

受けようとする場合は、治療内容を含む臨床経過、凝固系を含む血液検査等を付し

て申請すること。 

５－４ 深部静脈血栓症に対して治療後又は治療中で、経過良好な者が、国土交通大臣の

判定を受けようとする場合は、詳細な経過報告、血液検査（Ｄ-ダイマーを含む凝

固系等）、画像検査等による肺血栓塞栓症の合併の有無、下肢静脈超音波検査等に

よる下肢静脈血栓症の評価及び治療状況等を付して申請すること。 

５－５ 上記５－１、５－２及び５－３の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であ

って、病態等が進行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示によ

り、以後指定医で適合とすることを許可される。 

 

４．消化器系（口腔及び歯牙を除く。） 

４－１ 消化器疾患 

１．身体検査基準 

消化器及び腹膜に航空業務に支障を来すおそれのある疾患又は機能障害がないこ

と。 

２．不適合状態 

２－１ 腹膜疾患又はその疑いがあるもの 

２－２ 急性肝炎 

２－３ 慢性肝炎で症状のあるもの又は治療を要するもの 

２－４ 肝硬変 

２－５ 急性膵炎及び急性膵炎後で仮性膵のう胞を伴うもの 

２－６ 慢性膵炎のうち症状のあるもの又は治療を要するもの 

２－７ 消化管良性疾患（食道・胃静脈瘤、瘢痕化していない胃・十二指腸潰瘍、寛解期
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以外の炎症性腸疾患等） 

２－８ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いがあるもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 上記２の疾患が疑われる場合には、血液検査、画像検査等により精査すること。 

３－２ 慢性肝炎、肝硬変については、静脈瘤や出血傾向等に注意し、急性機能喪失の危

険性を考慮すること。 

４．評価上の注意 

４－１ 胃・十二指腸潰瘍について、内視鏡検査により瘢痕期（S-stage）が確認された

場合は、適合とする。予防的にプロトンポンプ阻害薬、H2ブロッカーを投与する場

合は、内視鏡による瘢痕期（S-stage）確認後、使用医薬品による副作用がないこ

とが確認された場合には、適合とする。 

治癒期（H-stage）においては、プロトンポンプ阻害薬、H2ブロッカーで治療を

開始し、異常を自覚しないこと及び使用医薬品の副作用がないことが確認された場

合には、適合とする。 

制酸薬（プロトンポンプ阻害薬、H2ブロッカーを除く。）、防御因子増強薬の使

用は、病態が航空業務に影響を与えない範囲であり、かつ、使用医薬品の副作用が

認められないことが確認された場合には、適合とする。なお、抗コリン剤の使用は

不適合である。 

ピロリ菌感染症に使用する内服薬の場合、１週間で使用する１次除菌の場合に限

る。使用する場合には、使用開始から３日間は副作用確認のため、航空業務に従事

してはならない。 

４－２ クローン病又は潰瘍性大腸炎については、医薬品使用がなく臨床的に寛解してお

り、航空業務に支障を来すおそれがないと認められる場合は、適合とする。 

４－３ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いがあるものについては、１．一般１－３腫瘍を

参照のこと。 

４－４ 肝硬変について、無症状で静脈瘤等の合併がなく治療を要さない場合で、

Child-Pugh分類Ａであれば適合とする。 

４－５ 生体肝移植の提供者については、術後少なくとも１ヶ月を経て、肝機能が正常化

し、航空業務に支障を来すおそれのある後遺症がないものは、適合とする。 

４－６ 逆流性食道炎の診断後、プロトンポンプ阻害薬又はH2ブロッカーを投与する場合

は、病態が航空業務に影響を与えない範囲であり、かつ、使用医薬品の副作用が認

められないことが確認された場合には、適合とする。 

４－７ プロトンポンプ阻害薬を使用している場合は、詳細な問診により内服内容や状況

を確認すること。 

５．備 考 

５－１ 慢性膵炎の治療中で病態が安定している者が、国土交通大臣の判定を受けよう

とする場合は、血液検査、画像検査等の検査結果、臨床経過等を付して申請する

こと。 
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５－２ 食道・胃静脈瘤で病態が安定しており、出血の危険性が極めて低いと考えられ

る者が国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、原疾患についての臨床経過

等の記載に加え、内視鏡所見及び経過等を付して申請すること。 

５－３ クローン病又は潰瘍性大腸炎の治療中で、病状が安定している者が国土交通大

臣の判定を受けようとする場合は、消化器専門医による臨床的寛解状態の診断後、

治療内容を含む臨床経過、症状（排便状況等）や内視鏡所見を含めた原疾患の活

動性の評価等を付して申請すること。 

５－４ 慢性肝炎・肝硬変の治療中で、病態が安定している者が国土交通大臣の判定を

受けようとする場合は、治療内容を含む臨床経過、画像所見、肝予備能、凝固系、

血算等の血液検査結果等を付して申請すること。 

５－５ 上記５－１から５－４の者のうち、十分な経過観察期間を経て経過良好であっ

て、病態等が進行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示によ

り、以後指定医で適合とすることを許可される。 

５－６ 肝移植を受け、術後十分な観察期間を経て経過良好な者が、国土交通大臣の判

定を受けようとする場合は、原疾患についての記載、術後の治療内容及び拒絶反

応を含む臨床経過、手術記録、現在の血液検査及び画像検査の結果並びにパフォ

ーマンス・ステータス等を付して申請すること。 
 

４－２ 消化器外科疾患 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある消化器外科疾患又は手術による後遺症がないこ

と。 

２．不適合状態 

２－１ 胆石症 

２－２ 腹部の内・外ヘルニアでヘルニア内容の嵌頓又は絞扼のおこる可能性のあるもの 

２－３ 肛門部疾患により、貧血を来す出血、鎮痛を要する疼痛又は炎症を伴うもの 

２－４ 外科手術後、次に該当するもの 

（１）手術後観察期間の不十分なもの 

（イ）虫垂切除後又は胆嚢摘出後（腹腔鏡下摘出術を含む）１ヶ月以内のもの 

（ロ）腹部、腰部、骨盤部又は外ヘルニア手術後１ヶ月以内のもの 

（ハ）開腹による消化管切除後３ヶ月以内のもの（ただし、腹腔鏡下消化管切除

術の場合は、１ヶ月） 

（２）人工肛門（ストーマ）、尿管皮膚瘻・回腸導管（ウロストーマ）の造設してあ

るもの 

（３）航空業務に支障を来すおそれのある手術による後遺症が認められるもの（術後

イレウス、ダンピング症候群等） 

３．検査方法及び検査上の注意 

必要に応じて血液検査及び画像検査等により術後の回復状態を確認すること。 
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４．評価上の注意 

４－１ 胆石症について、無症候性で治療を要さない者又は術後少なくとも１ヶ月を経て

経過良好であり、手術による後遺症のない者については、適合とする。 

４－２ 開腹手術後は、腹壁運動機能の回復を確認し、後遺症及び運動・食事制限等につ

いて十分に検討を行うこと。 

４－３ ヘルニアで、用手還納できる場合又は装具（ヘルニアバンド等）使用により逸脱

を防ぐことができる場合は、ヘルニアの部位を確認し、体位の変化によっても嵌頓

又は絞扼のおそれがないことが確認されれば適合とする。 

４－４ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いがあるものについては、１．一般１－３腫瘍を

参照のこと。 

５．備 考 

５－１ 胆石症の治療中で経過良好な者が国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、

治療内容を含む臨床経過、画像検査、血液検査等を付して申請すること。 

５－２ ストーマ又はウロストーマを造設した者が国土交通大臣の判定を受けようとす

る場合は、種類、位置及び使用パウチ等の状況についての報告を付して申請するこ

と。 

５－３ 上記５－１及び５－２の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病

態等が進行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後

指定医で適合とすることを許可される。 

 

５．血液及び造血器系 

１．身体検査基準 

（１）航空業務に支障を来すおそれのある貧血がないこと。 

（２）航空業務に支障を来すおそれのある血液又は造血器の系統的疾患がないこと。 

（３）航空業務に支障を来すおそれのある出血傾向を有する疾患がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 航空業務に支障を来すおそれのある貧血 

２－２ 急性白血病 

２－３ 骨髄増殖性疾患 

２－４ リンパ増殖性疾患 

２－５ 骨髄腫及びその類縁疾患 

２－６ 止血異常及び凝固異常 

３．検査方法及び検査上の注意 

上記２．の疾患が疑われた場合には、血液検査を行い、検討すること。 

４．評価上の注意  

４－１ 貧血がある場合は、原疾患について十分に検討を行うこと。 

４－２ 鉄剤を使用する場合には、使用開始後、少なくとも１週間の経過観察期間を経て、

使用医薬品の副作用が認められず、貧血の原因となる基礎疾患が無いことを指定医
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又は乗員健康管理医が確認した場合は、適合とする。 

４－３ 貧血について、地上で無症状であっても上空で低圧低酸素にさらされた場合に航

空業務に支障を来すおそれがあることを考慮し、男性ではヘモグロビン（Hb）値１

１g／dl未満又はヘマトクリット(Ht)値３３％未満、女性ではHb値９g／dl未満、Ht

値２７％未満を目安に慎重に判断すること。 

４－４ Ht値の上昇は、血液の粘稠度を上げ脳血流量を低下させるため、その原因につい

て検討を行うこと。 

４－５ 原疾患がなく、血小板のみが低値を示す場合には、凝固系に異常がなければ適合

とする。 

４－６ 骨髄移植の提供者で、術後十分な観察期間を経て、貧血や血小板減少、凝固異常

等を認めず、航空業務に支障を来すおそれのある後遺症のない場合は、適合とする。 

４－７ 急性白血病、骨髄増殖性疾患、リンパ増殖性疾患並びに骨髄腫及びその類縁疾患

については、治療後寛解に入り５年以上再発なく経過したことが確認されれば、適

合とする。 

５．備 考 

５－１ 上記２．の不適合状態であって、治療後寛解した者又は治療中であっても寛解

している者が国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、治療内容及び現症を

含む臨床経過、各種血液検査の結果、骨髄所見及び画像診断結果等を付して申請

すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病態等が進

行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医

で適合とすることを許可される。 
 

６．腎臓、泌尿器系及び生殖器系 

６－１腎疾患 

１．身体検査基準 

腎臓に航空業務に支障を来すおそれのある疾患又は後遺症がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 急性腎炎又はネフローゼ症候群 

２－２ 腎結石 

２－３ 多発性嚢胞腎 

２－４ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いのあるもの 

２－５ 手術後１ヶ月以内のもの 

２－６ 血液透析、腹膜透析その他の維持血液浄化療法を受けているもの 

２－７ 腎移植を受けているもの 

２－８ 腎機能障害を呈するもの  

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 必要に応じて尿沈査、血液生化学検査、画像検査等を用いて確認すること。 
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３－２ 必要に応じて腎機能について確認すること。 

３－３ 腎機能障害とは、血清クレアチニン値が2.0mg／dlを超えるものをいう。 

４．評価上の注意 

４－１ 腎結石については、治療の有無にかかわらず結石が完全に排除されたことが確認

された場合、疝痛発作若しくは肉眼的血尿の既往歴がない無症候性結石の場合又は

発作の可能性が低いと判断される場合は、適合とする。なお、腎結石の発作の可能

性の判定については、泌尿器専門医又は腎臓専門医の診断により確認すること。 

４－２ 多発性嚢胞腎については、他の臓器についても慎重に検討し、自覚症状（腹痛、

腰痛、肉眼的血尿等）、感染、腎機能障害及び他臓器の重大な合併症（脳動脈瘤等）

がない場合は、適合とする。  

４－３ 一側腎（先天性又は後天性）については、感染又は高血圧等がなく腎機能障害の

ない場合は、適合とする。 

４－４ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いがあるものについては、１．一般１－３腫瘍を

参照すること。 

５．備 考 

５－１ ネフローゼ症候群の治療中の者であって、当該疾患が安定している者が、国土交

通大臣の判定を受けようとする場合は、原疾患及び治療内容の詳細を含む臨床経

過、検査結果等を付して申請すること。 

５－２ 腎結石について、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、尿検査（沈査を

含む。）、画像所見、基礎疾患の有無についての報告を含む臨床経過等を付して申

請すること。 

５－３ 多発性嚢胞腎について、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、頭部の画

像検査（脳動脈瘤等の評価）、心臓超音波検査、腹部の画像検査（肝のう胞、膵の

う胞及び大腸憩室の評価）及び各種腎機能検査の結果等を付して申請すること。 

５－４ 上記５－１から５－３の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病

態等が進行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後

指定医で合格とすることを許可される。 

５－５ 腎移植を受け、術後十分な観察期間を経て経過良好で腎機能が安定した（血清ク

レアチニン濃度2.0㎎/dl以下）と認められる者が国土交通大臣の判定を受けようと

する場合は、原疾患についての記載、術後の治療内容及び拒絶反応を含む臨床経過、

手術記録、現在の血液検査の結果及び画像検査の結果並びにパフォーマンス・ステ

ータス等を付して申請すること。 
 

６－２ 泌尿器系疾患 

１．身体検査基準 

泌尿器に航空業務に支障を来すおそれのある疾患又は後遺症がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 尿管の狭窄又は圧迫 
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２－２ 尿路結石（腎結石を除く。） 

２－３ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いがあるもの 

２－４ 泌尿器系の手術後1ヶ月以内のもの（経尿道的電気切除－TURを含む。） 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 必要に応じて、画像検査等により検討するとともに、泌尿器科医の診断により確

認すること。 

３－２ 尿路結石については、十分に問診すること。 

４．評価上の注意 

４－１ 尿路結石について、治療の有無にかかわらず結石が完全に排除されたことが確認

された場合又は疝痛発作の可能性が低いと判断される場合は、適合とする。なお、

尿路結石の疝痛発作の可能性の判定については、泌尿器専門医又は腎臓専門医の診

断により確認すること。 

４－２ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いがあるものについては、１．一般１－３腫瘍を

参照のこと。 

４－３ 精索瘤手術後又は精子採取手術後１ヶ月以内の者については、術後少なくとも２

週間の経過観察を行った後、泌尿器科専門医の診断により経過良好で異常のないこ

とが確認された場合は適合とする。 

５．備 考 

５－１ 尿路結石について、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、尿検査（沈

査を含む。）、画像所見、基礎疾患の有無及び治療内容を含む臨床経過等を付し

て申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病態等が進

行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医

で適合とすることを許可される。 
 

６－３ 生殖器系疾患 

１．身体検査基準 

生殖器に航空業務に支障を来すおそれのある疾患又は後遺症がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 治療を必要とする炎症 

２－２ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いがあるもの 

２－３ 治療を必要とする前立腺肥大症 

２－４ 生殖器官の手術後１ヶ月以内のもの（経尿道的電気的切除術－TURを含む。） 

２－５ 精神症状又は著しい疼痛等を伴う次の症状 

月経障害、子宮内膜症、月経前緊張症（PMS）、月経前不快気分障害（PMDD）及

び更年期障害 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 必要に応じて画像検査等により検討を行うとともに、産婦人科医又は泌尿器科医
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の診断により確認すること。 

３－２ 月経障害の有無については、問診により確認すること。 

３－３ 長期無月経の場合は、必要に応じて、妊娠の有無を確認すること。 

４．評価上の注意 

４－１ 卵巣腫瘤は捻転をおこすことがあるため、婦人科医の診断により確認すること。 

４－２ 子宮筋腫について、貧血を来すような出血等がない場合は、適合とする。 

４－３ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いがあるものについては、１．一般１－３腫瘍を

参照のこと。 

４－４ 子宮内膜症及び月経困難症等で女性ホルモン製剤（卵胞ホルモン、黄体ホルモン、

卵胞ホルモン・黄体ホルモン配合剤、子宮内黄体ホルモン放出システム、GnRHアゴ

ニスト、アンタゴニスト）及び子宮内膜症治療薬を投薬する場合は、投薬開始後、

少なくとも１ヶ月間経過観察し、その間に血栓傾向、肝障害、血圧異常等の副作用

の定期的なチェックを実施して異常がないことを指定医又は乗員健康管理医が確

認した場合は、適合とする。 

４－５ 治療を必要とする前立腺肥大症の者で、薬物治療開始後、少なくとも１ヶ月間経

過観察し、使用医薬品の副作用が認められず、また、国際前立腺症状スコア及び画

像検査等を評価した結果、泌尿器科専門医により経過良好と判断される場合は、適

合とする。 

４－６ 卵巣摘出術では、卵巣欠落症状が出現することから、症状が安定したことを婦人

科医の診断により確認すること。 

４－７ 子宮筋腫、子宮腺筋症に対するホルモン治療中（術前を含む。）は、GnRHアナロ

グ製剤開始後の大量出血に充分注意すること。婦人科専門医の診断により出血しや

すい時期を確認し、出血しやすい時期は不適合とすること。 

４－８ 子宮頸部円錐切除後についても、術後１ヵ月以内は不適合とすること。 

５．備 考 

５－１ 放射線療法を行った前立腺癌について、国土交通大臣の判定を受けようとする場

合は、治療終了後３か月以上経過観察し、かつ操縦操作に支障を来しうる副作用が

無いことを確認した上で、画像検査、血液検査（腫瘍マーカーを含む。）、病理組

織学的診断及び治療内容を含む臨床経過等を付して申請すること。 

５－２ ホルモン療法を行った前立腺癌について、国土交通大臣の判定を受けようとする

場合は、副作用（骨粗鬆症等）が無いことを確認した上で、画像検査、血液検査（腫

瘍マーカーを含む。）、病理組織学的診断及び治療内容を含む臨床経過等を付して

申請すること。 

５－３ 監視療法中の前立腺癌について、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、

画像検査、血液検査（腫瘍マーカーを含む。）、病理組織学的診断及び監視療法を

選択した医学的根拠を含む臨床経過等を付して申請すること。 

５－４ 手術治療後の前立腺癌について、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、

画像検査、血液検査（腫瘍マーカーを含む。）、病理組織学的診断及び手術記録を
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含む臨床経過等を付して申請すること。 
 

６－４ 妊 娠 

１．身体検査基準 

妊娠により航空業務に支障を来すおそれがないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 正常妊娠でないもの 

２－２ 妊娠の第１２週まで及び妊娠第２７週以降 

２－３ 航空業務に支障を来す妊娠に伴う合併症（悪阻及び妊娠高血圧症候群等）又は流

産若しくは早産の徴候のあるもの 

２－４ 出産後（帝王切開の手術後を含む。）１ヶ月以内のもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 妊娠の有無については、問診により確認すること。 

３－２ 妊娠中は、産婦人科医の診断（診察及び超音波検査法等）により母体と胎児の状

態について確認すること。 

４．評価上の注意 

４－１ 妊娠については、母子の健康及び航空の安全の観点から慎重に対応するととも

に、航空業務による母子への影響について十分に説明すること。 

４－２ 出産又は流産後の場合には、母体の回復状況について産婦人科医の診断を受け、

航空業務に支障のないことを確認すること。 

４－３ 流産の経歴がある場合は、慎重に判断すること。 

４－４ 妊娠中は心理的に不安定となり、子宮拡大により安全ベルトの装着が困難となる

等運動制限も生じるため、慎重に判断すること。 

５．備 考 
 

７． 運動器系 

７－１ 運動器の奇形、変形若しくは欠損又は機能障害 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある運動器の奇形、変形若しくは欠損又は機能障害

がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 骨又は関節の著しい奇形、変形若しくは欠損又は機能障害により航空業務に支障

を来すおそれがあるもの 

２－２ 骨、筋肉、腱、神経又は関節の重大な疾患若しくは外傷又はその後遺症により航

空業務に支障を来すおそれがあるもの 

２－３ 四肢の全部又は部分的欠損により航空業務に支障を来すおそれがあるもの 

２－４ 習慣性脱臼 

３．検査方法及び検査上の注意 
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筋疾患については、筋、神経及び内分泌系における家族歴及び既往歴についても問

診し、必要に応じて各種領域の検査を行い、全身性疾患の有無について検討すること。 

４．評価上の注意 

５．備 考 

５－１ 何らかの運動器の奇形、変形若しくは欠損又は機能障害を有する者で、航空業務

に支障を来すか否かの評価が困難な場合は、国土交通大臣の判断を受けることが必

要である。この場合、臨床経過、所見が今後変化する可能性、神経学的所見（現在

の可動域、筋力等の運動機能についての評価を含む。）等を付して申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、身体所見に変化する可能性がなく（欠損治癒等）、航空

業務に支障を来すおそれがないことが確認されたものは、国土交通大臣の指示によ

り、以後指定医で適合とすることを許可される。 

 

７－２ 脊柱疾患 

１．身体検査基準 

脊柱に航空業務に支障を来すおそれのある疾患又は変形がないこと。 

２．不適合状態 

脊柱の骨折、脱臼、脊椎疾患、椎間板疾患及び著しい背腰痛症等により航空業務に

支障があるもの 

３．検査方法及び検査上の注意  

４．評価上の注意 

５．備 考 

５－１ 何らかの脊柱の疾患又は変形を有する者で、航空業務に支障を来すか否かの評価

が困難な場合は、国土交通大臣の判定を受けることが必要である。この場合、臨床

経過、所見が今後変化する可能性、神経学的所見（現在の運動機能についての評価

を含む。）等を付して申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、身体所見に変化する可能性がなく、航空業務に支障を来

すおそれがないことが確認されたものは、国土交通大臣の指示により、以後指定医

で適合とすることを許可される。 
 

８．精神及び神経系 

診断上の一般注意 

１．精神及び神経系の診断は、全検査基準のうち主として重要な精神面に該当し、既往

歴、遺伝歴、生活歴、日常行動についての客観的資料をできるだけ集め、検討されな

ければならない。特に慎重な検討を要する事例については、これらの客観的資料の把

握が不可欠である。 

２．既往歴では、出生時の状況、生後の発育状況、高熱疾患、交通事故、頭部外傷、ひ

きつけや失神発作及び不眠等に特に注意する。 

３．遺伝歴では、近親者における自殺、問題行動、精神病、神経症、てんかん、片頭痛
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及び神経疾患等の有無に注意する。 

４．本人との面接においては、表情、態度及び言動を注意深く観察する。 

５．性格傾向としては、過敏傾向、強迫傾向、自己顕示傾向、気分易変、爆発傾向、意

志薄弱及び無力傾向の判定のほか、家族、学校及び社会における適応性についての客

観的資料に特に注意する。 

６．面接の際の参考資料として、必要に応じて各種の心理テストを利用する。 

７．脳の器質性障害若しくは機能性障害又はそれらの疑いがある場合は、必要に応じて

神経学的所見、脳波、画像検査等の検査又は各種の心理テストを実施する。 

８．不適合状態の疾患名に付した括弧内の番号は、国際疾病分類（International 

Classification of Diseases 10th Edition，ICD1O）の分類番号であり、各疾患の診

断基準は同分類の手引きに準拠する。なお、診断カテゴリーのリストは本マニュアル

の付録２として収録してある。 

９．脳波検査は、初回の航空身体検査時、航空事故又は他の事故等により頭部に衝撃を

受けた後の最初の航空身体検査時及びその他診断上必要と認められた場合に実施す

る（脳波計は、JIS規格のものを使用する。）。なお、初回の脳波記録は、以後比較

参照の必要が生じることもあるため保存されることが望ましい。初めて航空身体検査

証明を申請するときの初回の航空身体検査時の脳波検査は、航空法第35条第１項の操

縦練習許可を申請するときに脳波検査を受検していて、かつ、その脳波検査結果に異

常がないことを確認したときは、省略可能とする。 

単極及び双極誘導による安静記録並びに過呼吸負荷、光刺激及び睡眠記録を行うこ

と。 

なお、詳細については本マニュアルの付録１－１として収録してある。 

 

８－１ 精神病及び神経症等 

１．身体検査基準 

重大な精神障害又はこれらの既往歴がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 症状性を含む器質性精神障害（F0）又はその既往歴のあるもの 

２－２ 統合失調症、統合失調型障害及び妄想性障害（F2）又はその既往歴のあるもの 

２－３ 気分（感情）障害（F3）又はその既往歴のあるもの 

２－４ 神経症性障害、ストレス関連障害及び身体表現性障害（F4）又はその既往歴のあ

るもの 

２－５ 生理的障害及び身体的要因に関連した行動症候群（F5）又はその既往歴のあるも

の 

３．検査方法及び検査上の注意 

「診断上の一般注意」参照のこと。 

４．評価上の注意 

上記２－１から２－５に掲げる障害の疑いがある場合は不適合とする。 
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５．備 考 

５－１ 上記２－３、２－４及び２－５の疾患について、身体所見及び精神所見が回復し

たと判断された者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、ICD10に則っ

た診断名（既往を含む）、治療経過及び現症を含む臨床経過、心理テストの結果等

を付して申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て、航空業務に支障を来すおそれが

ある状態に進行しないと認められるものは、国土交通大臣の指示により、以後指定

医で適合とすることを許可される。 
 

８－２ パーソナリティ（人格）障害及び行動障害 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのあるパーソナリティ障害若しくは行動障害又はこれ

らの既往歴がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 成人のパーソナリティ（人格）及び行動の障害（F6）又はその既往歴のあるもの 

２－２ 小児期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害（F9）又はその既往歴のあ

るもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 「診断上の一般注意」参照のこと。 

３－２ 自殺未遂、自傷行為、家出、放浪、非行又は犯罪行為等の問題行動があった場合

は、その動機や発生状況について慎重に検討を行うこと。 

４．評価上の注意 

上記３－２の問題行動があった場合であって、将来類似の行動を生ずるおそれのあ

るときは、不適合とする。 

５．備 考 
 

８－３ 薬物依存及びアルコール依存 

１．身体検査基準 

薬物依存若しくはアルコール依存又はこれらの既往歴がないこと。 

２．不適合状態 

精神作用物質使用による精神及び行動の障害（F1）又はその既往歴のあるもの 

３．検査方法及び検査上の注意  

問診において、薬物やアルコールへの依存がないか、又はアルコールに関した問題行

動がないか確認すること。飲酒習慣がある場合は、過去の健康診断等におけるアルコー

ル健康障害の有無を確認すること。問診上、アルコール依存が疑われる場合は、AUDIT

等のスクリーニングテストを実施し、必要に応じて専門医を受診させ、総合的に判断す

ること。 

４．評価上の注意 
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薬物は麻薬、鎮静薬、睡眠薬、幻覚剤、揮発性溶剤、その他の精神作用物質を指す。 

５．備 考 

５－１ アルコール依存の既往歴があり経過良好な者が、国土交通大臣の判定を受けよう

とする場合は、十分な経過観察を行った後、ICD10に則った診断名（既往を含む）

及び治療内容を含む臨床経過についての詳細を付して申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て、航空業務に支障を来すおそれが

ある状態に進行しないと認められるものは、国土交通大臣の指示により、以後指定

医で適合とすることを許可される。 
 

８－４ てんかん 

１．身体検査基準 

てんかん又はその既往歴がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ てんかん（全般発作又は部分発作）又はその既往歴のあるもの 

２－２ 脳波記録上、棘（spike）、棘徐波、鋭波、明らかな局在性徐波又は高度の基礎

律動異常を呈するもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 問診により、てんかんの既往歴の有無や、過去に２－２の脳波異常を指摘された

ことの有無について確認すること。 

３－２ 必要に応じて、神経学的所見、脳波検査、画像検査等を行うとともに、精神神経

科医又神経内科医の診断により確認すること。  

４．評価上の注意 

上記２－２の棘（spike）について、１４Hz又は６Hzの陽性棘は、適合とする。 

５．備 考 

５－１ 12歳までに発症した小児てんかんの既往歴のある者が、国土交通大臣の判定を受

けようとする場合は、10年間以上発作が消失し、かつ、10年間以上抗てんかん薬の

服用を中止しているとき、以下の検査結果を付して申請すること。 

・ＭＲＩ検査結果 

・脳波検査（睡眠時脳波を含む。）結果 

・神経学診察結果 

 

８－５ 意識障害等 

１．身体検査基準 

意識障害若しくはけいれん発作又はこれらの既往歴がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 意識障害又はその既往歴のあるもの 

２－２ けいれん発作又はその既往歴のあるもの 

３．検査方法及び検査上の注意 
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３－１ 問診により、意識障害及びけいれん発作の既往歴について確認すること。 

３－２ 必要に応じて、神経学的所見、脳波検査、画像検査、自律神経系検査、循環器及

び内分泌系検査等を検討するとともに、精神神経科医、神経内科医、循環器専門医

又は内分泌専門医の診断により確認すること。 

４．評価上の注意 

４－１ 小児期において、一過性のひきつけ又は意識消失発作等の既往歴がある場合は、

慎重に判断すること。 

４－２ ５歳未満の熱性けいれんの既往歴がある場合は、その後のけいれん発作について

詳細に確認すること。５歳未満における発作発生後、現在に至るまで発作が認めら

れず、脳波に異常所見が認められない場合は、適合とする。 

４－３ 外傷後の意識障害のうち、脳震盪については、３ヶ月の観察期間を経て、高次機

能に異常を認めず、航空業務に支障を来すおそれのある後遺症のないものは適合と

する。 

５．備 考 

５－１ 上記２－１．の既往歴がある者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合で、

ヘッドアップティルト検査（薬物負荷を含む。）が陽性で神経調節性失神と診断さ

れたときは、失神の診断・治療ガイドラインに基づいた治療の開始後少なくとも１

ヶ月以上経過した時点で、ヘッドアップティルト検査を再検し治療効果の判定を行

うこと。治療効果が認められ、３ヶ月以上失神の再発がないことが確認された場合

は、病歴の詳細、使用医薬品の有無、神経学的所見、頭部ＭＲＩ検査、血液検査(血

糖等）、安静時心電図、ホルター心電図（ただし薬物治療の場合は治療開始後に副

作用確認のため、再度行うこと。）、心エコー検査、運動負荷心電図、ヘッドアッ

プティルト検査（診断時、治療開始後の２回分）及び治療状況（ティルトトレーニ

ングの結果や薬剤使用状況を含む。）の結果を付して申請すること。なお、抗不整

脈薬使用時は血中薬物濃度についても報告すること。 

５－２ 上記２－１．の既往歴がある者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合で、

問診等から神経調節性失神が疑われるもののヘッドアップティルト検査（薬物負荷

を含む。）が陰性のときは、３ヶ月以上意識障害の再発がないことを確認し、病歴

の詳細、使用医薬品の有無、神経学的所見、脳波（２回分以上の睡眠時脳波を含む。）、

頭部ＭＲＩ検査、血液検査(血糖等）、安静時心電図、ホルター心電図、心エコー検

査、運動負荷心電図及びヘッドアップティルト検査の結果を付して申請すること。 

５－３ 外傷後又は術後で、抗けいれん薬の内服の既往がある者が、服薬中止後２年以上

の観察期間を経て、経過良好であり国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、

外傷又は手術についての詳細な記録及び治療内容を含む臨床経過、脳波検査、画像

検査等を付して申請すること。 

５－４ 上記５－１、５－２及び５－３の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であ

って、病態等が進行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示によ

り、以後指定医で適合とすることを許可される。 
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８－６ 頭部外傷 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある頭部外傷の既往歴又は頭部外傷後遺症がないこ

と。 

２．不適合状態 

２－１ 画像上の脳挫傷（頭蓋内出血を含む。）又は頭蓋骨折の既往歴のあるもの 

２－２ 後遺症として、外傷後てんかん、脳神経障害、運動障害、知能障害、記憶障害、

又はパーソナリティ（人格）障害が認められるもの 

２－３ 外傷に伴う意識障害の既往歴のあるもの  

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 受傷時と治療に関する医療記録について慎重に検討を行うこと。  

３－２ 後遺症については、必要に応じて脳神経外科医、神経内科医又は精神神経科医

の診断により確認すること。 

３－３ 頭部外傷後の意識障害については、８．精神及び神経科８－５意識障害等を参

照のこと。 

４．評価上の注意 

頭蓋骨折の既往歴のうち、脳挫傷を伴わず、航空業務に支障を来すおそれのある後

遺症のないものは、適合とする。 

５．備 考 

５－１ 上記２．について、経過良好である者が、国土交通大臣の判定を受けようとする

場合は、臨床経過、神経学的所見、画像検査、脳波検査等を付して申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な経過観察期間を経て経過良好であって、病態等が

進行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医

で適合とすることを許可される。 

５－３ 頭部外傷後で抗けいれん薬を内服した既往歴のある場合については、８．精神及

び神経系８－５意識障害等を参照すること。 
 

８－７ 中枢神経系統の障害 

１．身体検査基準 

中枢神経の重大な障害又はこれらの既往歴がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 脳炎、髄膜炎等の炎症性疾患又はこれらの既往歴のあるもの 

２－２ 脳梗塞、脳出血やクモ膜下出血等の頭蓋内出血、脳動脈瘤等の脳・脊髄血管障害

又はこれらの既往歴のあるもの 

２－３ 代謝・中毒性疾患又はこれらの既往歴のあるもの 

２－４ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いがあるもの 

２－５ 変性疾患又はその既往歴のあるもの 



 - 36 -

２－６ 脱随疾患又はその既往歴のあるもの 

２－７ 中枢神経系の手術歴のあるもの 

２－８ 航空業務に支障を来すおそれのある片頭痛又は慢性頭痛 

２－９ プリオン病 

３．検査方法及び検査上の注意 

上記２．の不適合状態が疑われる場合は、注意深く診察し、必要であれば画像検査

等を行って十分に検討を行うこと。 

４．評価上の注意 

４－１ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いがあるものについては、１．一般１－３腫瘍を

参照のこと。 

４－２ 髄膜炎の既往歴のあるもので、経過中に意識障害や麻痺等、脳実質障害の症状が

なく、脳波所見に異常がなく神経症状等の後遺症がないことが確認された場合は、

適合とする。 

４－３ 下垂体部腫瘍については、１．一般１－５内分泌及び代謝疾患も参照のこと。 

５．備 考 

５－１ 脳炎及び髄膜炎等の炎症性疾患の既往歴があり、経過良好な者が、国土交通大臣

の判定を受けようとする場合、頭部の画像検査結果、脳波及びその所見、現在の神

経学的所見を含む臨床経過の詳細等を付して申請すること。 

５－２ 脳梗塞又は一過性脳虚血発作の既往歴があり、航空業務に支障を来すおそれのあ

る後遺症がなく、経過良好な者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合、頭

部ＭＲＩ等の画像検査、脳波及びその所見、現在の神経学的所見及び治療内容を含

む臨床経過、心血管系の評価、危険因子（喫煙、高脂血症、肥満、高血圧、糖尿病

等）についての検討等を付して申請すること。無症候性脳梗塞、無症候性脳動脈硬

化症についてもこれに準じる。また、無症候性脳梗塞の診断は、無症候性脳血管障

害の診断基準（付録１－３）を参照のこと。 

５－３ 脳出血やクモ膜下出血等の頭蓋内出血の既往があり、航空業務に支障を来すおそ

れのある後遺症がなく、経過良好な者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場

合、画像検査結果、脳波及びその所見、原因、現在の神経学的所見及び治療内容を

含む臨床経過、危険因子についての検討等を付して申請すること。 

５－４ 中枢神経系の手術後、航空業務に支障を来すおそれのある後遺症がなく、経過良

好な者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合、原疾患についての記載、現

在の神経学的所見及び治療内容を含む臨床経過、手術録、術前及び術後の画像検査、

脳波及びその所見等を付して申請すること。血管内治療及びガンマナイフ等による

治療後もこれに準じる。 

５－５ 未破裂動脈瘤で、破裂の危険性が極めて低く治療の必要がなく、神経学的所見に

異常を認めない者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、頭部の画像検

査結果（動脈瘤の径及び部位の評価）、脳波及びその所見、現在の神経学的所見及

び血圧の推移を含む臨床経過の詳細、治療についての脳神経外科医の見解等を付し
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て申請すること。また、開頭クリッピング術又は血管内治療を行い、術後１年以上

経過良好な者が国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、頭部の画像検査結

果、脳波及びその所見、現在の神経学的所見を含む臨床経過の詳細及び手術記録等

を付して申請すること。 

５－６ 椎骨動脈解離の既往があり、航空業務に支障を来すおそれのある後遺症がなく、

脳神経外科専門医又は神経内科専門医による再発のリスクが低いと診断を受け、経

過良好な者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、画像検査結果、現在

の神経学的所見及び治療内容を含む臨床経過等を付して申請すること。 

５－７ 頭痛の治療中で経過良好な者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、

頭痛専門医の診断（頭痛専門医を受診できない場合は脳神経外科専門医又は神経内

科専門医の診断でも可）による国際分類に基づく診断名、画像検査結果及び頭痛日

記等を用いた治療内容を含む臨床経過等を付して申請すること。 

５－８ 上記５－１から５－７の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病

態等が進行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後

指定医で適合とすることを許可される。 
 

８－８ 末梢神経系統及び自律神経系統の障害 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある末梢神経又は自律神経の障害がないこと。  

２．不適合状態 

２－１ 航空業務に支障を来すおそれのある末梢神経障害 

２－２ 航空業務に支障を来すおそれのある自律神経障害 

２－３ 航空業務に支障を来すおそれのある発作性又は再発性の神経筋疾患 

３．検査方法及び検査上の注意  

４．評価上の注意 

上記２．について、その症状が軽く、航空業務に支障を来すおそれがないと認めら

れる場合は、適合とする。 

５．備 考 
 

９． 眼 

９－１ 外眼部及び眼球附属器 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある外眼部及び眼球付属器の疾患又は機能不全がな

いこと。 

２．不適合状態 

２－１ 航空業務に支障を来すおそれのある眼瞼、結膜、涙器、眼窩及び角膜疾患又は機

能不全 

２－２ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いのあるもの 
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２－３ 屈折矯正手術（角膜の屈折を変化させる方法）の既往歴のあるもの 

２－４ オルソケラトロジーによる矯正 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 検査に当たっては、自覚症状、既往歴等について十分に問診すること。 

３－２ 初回の航空身体検査は、細隙灯顕微鏡を用いて検討を行うこと。初回以降は、必

要に応じて細隙灯顕微鏡を実施すること。 

４．評価上の注意 

４－１ 円錐角膜について、眼鏡で十分な視機能が得られる場合は、適合とする。 

４－２ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いのあるものについては、１．一般１－３腫瘍の

項を参照すること。 

４－３ 屈折矯正手術（LASIK、RK、PRKに限る。）の既往歴があり、屈折矯正手術から６

ヶ月以上が経過した時点において、症状が安定し、視機能が基準を満たしている場

合は適合とする。この場合において、手術記録を含む臨床経過のほか、以下の全て

の検査を実施している医療機関に在籍している眼科専門医により以下の点に注意

し確認すること｡また、手術後２年間は、１年毎に同様に確認すること。なお、以

下の検査において異常又は疑わしい所見が確認された場合は不適合とする。 

（１）視力の日内変動 

視力の日内変動は同日３回以上の測定を実施し、各眼が裸眼での測定値

で全て遠見視力の基準内であること。 

（２）コントラスト感度 

全ての検査において各測定機器の定める正常範囲内にあり、術前と比し

て著しい低下を認めないこと。 

（３）グレアテスト 

全ての検査において各測定機器の定める正常範囲内にあり、術前と比し

て著しい低下を認めないこと。 

（４）角膜形状解析 

角膜拡張症等の航空業務に支障を来す異常を認めないこと。 

５．備 考 

５－１ 屈折矯正手術（LASIK、RK、PRKに限る。）の既往歴があり、４－３に示す検査で

異常を示す者であって、屈折矯正手術後６ヶ月以上を経過し症状が安定している者

が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、手術記録（RK、PRKの場合は不

要）を含む臨床経過のほか、以下の検査結果を付して申請すること｡ 

（１）視力の日内変動（同日３回以上の測定結果） 

（２）コントラスト感度 

（３）グレアテスト 

（４）角膜形状解析 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、症状が進行し

ないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医で適合
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とすることを許可される。 

 

９－２ 緑内障 

１．身体検査基準 

緑内障がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 閉塞隅角緑内障 

２－２ 開放隅角緑内障 

２－３ 正常眼圧緑内障 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 眼圧の測定は、下記のとおり実施すること。ただし、眼圧の上昇を認めるもの、

緑内障の疑いがあるもの等は必要に応じて下記以外の検査時にも眼圧測定を実施

すること。 

［第１種］ 

３－２ 初回の航空身体検査時、40歳に達した後の最初の航空身体検査時、その後は前回

の検査から１年に１回の間隔で実施すること。ただし、40歳以上、かつ、有効期間

が１年未満の者は前回の検査から１年を経過する直前の航空身体検査時に実施す

ること。 

［第２種］ 

３－３ 自家用操縦士の資格についての技能証明のみを有する者にあっては、初回の航空

身体検査時及び40歳に達した後の最初の航空身体検査時に実施し、その後50歳に達

するまでの間は、前回の検査から２年に１回の間隔で実施し、50歳に達した後は前

回の検査から１年に１回の間隔で実施すること。ただし、40歳以上50歳未満、かつ、

有効期間が２年未満の者は前回の検査から２年を経過する直前の航空身体検査時

に実施し、50歳以上、かつ、有効期間が１年未満の者は前回の検査から１年を経過

する直前の航空身体検査時に実施すること。 

３－４ 自家用操縦士以外の資格についての技能証明を有する者にあっては、初回の航空

身体検査時、40歳に達した後の最初の航空身体検査時、その後は前回の検査から１

年に１回の間隔で実施すること。ただし、40歳以上、かつ、有効期間が１年未満の

者は前回の検査から１年を経過する直前の航空身体検査時に実施すること。 

３－５ 眼圧の測定は、アプラネーション・トノメーター（圧平眼圧計）又はノンコンタ

クト型眼圧計を用いること。 

３－６ 眼圧２２mmHg以上については、慎重に検討を行い眼科医の診断により、緑内障で

ないことを確認すること。 

４．評価上の注意 

４－１ 自覚症状、眼圧、視神経乳頭及び視野所見（傍中心暗点や周辺部の視野欠損等）

について、緑内障を疑う場合は、眼科医の診断により確認すること。高眼圧症のみ

で、緑内障と診断されない場合は、適合とする。 



 - 40 -

４－２ ぶどう膜炎、水晶体疾患又は眼外傷等の既往歴のある場合には、眼圧の上昇が認

められることがあるため、注意すること。 

４－３ 閉塞隅角緑内障の発作の危険性が疑われる場合は、十分に検討を行い、眼科医の

診断により確認すること。 

５．備 考 

５－１ 緑内障の治療中の者又は緑内障の治療歴のある者が、国土交通大臣の判定を受け

ようとする場合は、治療内容を含む臨床経過（眼圧、視野検査を含む。）等を付し

て申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病態等が進行

しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医で適

合とすることを許可される。 

 

９－３ 中間透光体、眼底及び視路 

１．身体検査基準 

中間透光体、眼底又は視路に航空業務に支障を来すおそれのある障害がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 水晶体疾患（白内障を含む。） 

２－２ 屈折矯正手術（眼の中にレンズを挿入することで屈折を変化させる方法）の既往

歴のあるもの 

２－３ ぶどう膜炎（虹彩炎及び毛様体炎を含む。） 

２－４ 網脈絡膜疾患 

２－５ 糖尿病網膜症 

２－６ 視神経疾患 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 検査に当たっては、自覚症状について問診すること。 

３－２ 中間透光体の検査については、初回の航空身体検査は、細隙灯顕微鏡を用いて検

討を行うこと。初回以降は、必要に応じて、細隙灯顕微鏡検査を実施すること。 

３－３ 眼底検査は、直像検眼鏡又は倒像検眼鏡等によるものとし、網膜所見（出血、白

斑等）及び視神経乳頭について慎重に検査すること。  

４．評価上の注意 

４－１ 白内障について、視機能が基準を満たす場合は、適合とする。 

４－２ 術後後発白内障に対して、レーザー等による治療を行った場合で、視機能が基準

を満たす場合は、適合とする。 

４－３ ぶどう膜炎の既往歴がある場合は、再発に注意するとともに眼圧に異常のないこ

とを確認すること。治療の必要がなく、視機能が基準を満たす場合は、適合とする。 

４－４ 網脈絡膜疾患については、治療の必要がなく、視機能が基準を満たす場合は、適

合とする。 

４－５ 網膜剥離については、レーザーによる治療を行った場合で、視機能が基準を満た
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し、所見が安定していることを眼科専門医が確認した場合は、適合とする。 

４－６ 糖尿病網膜症については、単純網膜症で視機能が基準を満たす場合は、適合とす

る。 

５．備 考 

５－１ 白内障術後の者であって眼内レンズ（人工水晶体）又はコンタクトレンズにより

視機能が基準を満たし、手術後３ヶ月以上の観察期間を経て経過良好であると認め

られる者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、眼内レンズについては

その種類、臨床経過の所見、手術記録やその他の治療内容を含む臨床経過、チトマ

スステレオテストを含む両眼視機能検査等の検査結果を付して申請すること。 

５－２ ５－１のうち、多重焦点レンズを眼内レンズとして挿入した者にあっては、  

５－１に加えて、コントラスト感度及びグレアテストの結果を付して申請するこ

と。 

５－３ 屈折矯正手術（ICL、フェイキックIOL等）の既往歴があり、屈折矯正手術後３ヶ

月以上を経過し症状が安定している者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場

合は、手術記録を含む臨床経過のほか、以下の検査結果を付して申請すること｡ 

（１）眼内レンズの種類 

（２）コントラスト感度 

（３）グレアテスト 

（４）角膜内皮細胞数 

５－４ 網脈絡膜疾患等により観血的治療（硝子体手術及び強膜内陥術等）後の者であっ

て、視機能が基準を満たし、手術後６ヶ月以上の経過観察期間を経て経過が良好で

あると認められる者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、臨床経過の

所見、手術記録やその他の治療内容を含む臨床経過（眼底所見、眼圧、視野検査を

含む。）、チトマスステレオテストを含む両眼視機能検査等の検査結果を付して申

請すること。 

５－５ 上記５－１から５－４の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病

態等が進行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後

指定医で適合とすることを許可される。 

 

１０． 視機能 

１０－１ 遠見視力 

１．身体検査基準 

［第１種］ 

次のイ又はロに該当すること。ただし、ロの基準については、航空業務を行うに 当

たり、常用眼鏡（航空業務を行うに当たり常用する矯正眼鏡をいう。）を使用し、か

つ、予備の眼鏡を携帯することを航空身体検査証明に付す条件とする者に限る。 

イ 各眼が裸眼で０．７以上及び両眼で１．０以上の遠見視力を有すること。 

ロ 各眼について、各レンズの屈折度が（±）８ジオプトリーを超えない範囲の常
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用眼鏡により０．７以上、かつ、両眼で１．０以上に矯正することができること。 

［第２種］ 

次のイ又はロに該当すること。ただし、ロの基準については、航空業務を行うに当

たり、常用眼鏡（航空業務を行うに当たり常用する矯正眼鏡をいう。）を使用し、か

つ、予備の眼鏡を携帯することを航空身体検査証明に付す条件とする者に限る。 

イ 各眼が裸眼で０．７以上の遠見視力を有すること。 

ロ 各眼について、各レンズの屈折度が（±）８ジオプトリーを超えない範囲の常

用眼鏡により０．７以上に矯正することができること。 

２．不適合状態 

２－１ 上記基準を満たさないもの 

２－２ オルソケラトロジーによる矯正 

２－３ 屈折矯正手術の既往歴のあるもの  

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 視力表輝度は、８０～３００cd/㎡とすること。 

３－２ 室内照度は、５０ルックス以上とすること。ただし、回転式単独視標等で光源を

用いる検査機器を使用する場合は、室内照度が視力表輝度を上回らないようにする

こと。 

３－３ 測定距離は、５メートルとすること。 

３－４ 視標はランドルト環を用いること。回転式で単独視標のものがよい。  

３－５ 視力判定基準は、５個以上の指標に対してその正答率が６０％以上であることと

する。 

３－６ 常用眼鏡としてコンタクトレンズを使用してもよいが、コンタクトレンズを使用

する者に対しては、コンタクトレンズを使用した状態で遠見視力基準に適合するこ

とを確認すること。なお、初めてコンタクトレンズを使用する場合は、１ヶ月以上

の順応期間をおくこと。 

３－７ 常用眼鏡のレンズの屈折度は、等価球面度数により算出すること。コンタクトレ

ンズを使用する者については、予備眼鏡で屈折度を算出すること。 

（予備眼鏡の取扱） 

３－８ 予備眼鏡としてコンタクトレンズを使用することは出来ない。常用眼鏡としてコ

ンタクトレンズを使用する場合であっても予備眼鏡としては眼鏡を携帯すること。 

３－９ 身体検査では、常用眼鏡に加えて、予備眼鏡を使用しての測定も行うこと。予備

眼鏡の度数は、常用眼鏡と異なっていても構わないが、各レンズの屈折度が（±）

８ジオプトリーを超えない範囲で視力基準を満たすものであることを確認するこ

と。 

４．評価上の注意 

４－１ 常用眼鏡を必要とする場合、常用眼鏡を使用した状態で中距離視力基準及び近見

視力基準に適合するものでなくてはならない。コンタクトレンズを使用する場合

も、同様とする。ただし、多重焦点型のコンタクトレンズを使用してはならない。
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また、色つきのコンタクトレンズを使用してはならない。 

４－２ オルソケラトロジー又は屈折矯正手術（角膜の屈折を変化させる方法）の既往歴

のある者については、９．眼９－１外眼部及び眼球附属器を参照のこと。屈折矯正

手術（眼の中にレンズを挿入することで屈折を変化させる方法）の既往歴のある者

については、９．眼９－３中間透光体、眼底及び視路を参照のこと。 

５．備 考 

 

１０－２ 中距離視力 

１．身体検査基準 

［第１種］ 

裸眼又は自己の矯正眼鏡の使用により各眼が８０cmの視距離で、近見視力表（３ 

０cm視力用）により０．２以上の視標を判読できること。 

２．不適合状態  

３．検査方法及び検査上の注意 

［第１種］ 

３－１ 検査条件は遠見視力の場合に準じる。 

３－２ 視力判定基準は、５個以上の視標に対してその正答率が６０％以上であることと

する。 

４．評価上の注意 

４－１ 常用眼鏡を使用しない者で、中距離視力基準について矯正眼鏡を必要とする者に

ついては、矯正眼鏡及びその予備眼鏡を携帯することを航空身体検査証明に付す条

件とすること。 

４－２ 矯正眼鏡を必要とする場合、矯正眼鏡を使用した状態で遠見視力基準に適合する

ものでなければならない。なお、装着時に遠見の視野を塞ぐことを避けるため、矯

正眼鏡はルックオーバー型、二重焦点レンズ、三重焦点レンズ又は累進屈折力レン

ズ等とする。跳ね上げ式眼鏡も使用してよいが、矯正眼鏡を跳ね上げた状態で遠見

視力基準に適合するものでなければならない。 

５．備 考 

 

１０－３ 近見視力 

１．身体検査基準 

裸眼又は自己の矯正眼鏡の使用により各眼が３０cmから５０cmまでの間の任意の視

距離で近見視力表（３０cm視力用）の０．５以上の視標を判読できること。 

２．不適合状態  

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 検査条件は遠見視力の場合に準じる。 

３－２ 視力判定基準は、５個以上の視標に対してその正答率が６０％以上であることと

する。 
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４．評価上の注意 

４－１ 常用眼鏡を使用しない者で、近見視力基準について矯正眼鏡を必要とする者につ

いては、矯正眼鏡及びその予備眼鏡を携帯することを航空身体検査証明に付す条件

とすること。 

４－２ 矯正眼鏡を必要とする場合、矯正眼鏡を使用した状態で遠見視力基準に適合する

ものでなければならない。なお、装着時に遠見の視野を塞ぐことを避けるため、矯

正眼鏡はルックオーバー型、二重焦点レンズ、三重焦点レンズ又は累進屈折力レン

ズ等とする。跳ね上げ式眼鏡も使用してよいが、矯正眼鏡を跳ね上げた状態で遠見

視力基準に適合するものでなければならない。 

５．備 考 

 

１０－４ 両眼視機能 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある両眼視機能の異常がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 斜視 

［第１種］ 

２－２ 不同視を呈するもの 

２－３ 輻湊・開散運動に異常が認められるもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

（斜視） 

３－１ 眼位検査は交代遮蔽検査法によること。なお、マドックス杆検査法又はこれに準

じる検査法を用いてもよい。 

第１種については毎回、第２種については初回の航空身体検査時に行うこと。 

［第１種］ 

（不同視） 

３－２ 左右眼の屈折度に２ジオプトリー以上の差異があるものを不同視とし、深視力検

査（二杆法又は三杆法）を実施すること。 

（輻輳・開散運動の異常） 

３－３ 輻湊検査は視標が２つに見える点又は両眼視線の開散する点を取ってもよい。簡

便な方法として、ペンライト等を被検者の鼻根部に接近させ、それが２つに見える

点、又は開散する点をもって輻湊近点とする。その点と外眼角との距離を計測し１

００mm以下を正常とする。 

４．評価上の注意 

４－１ 上記２．の不適合状態の疑いがある場合は、眼科医の診断により確認すること。 

（斜視） 

４－２ 斜視のある者がプリズム眼鏡により矯正されている場合、プリズム眼鏡を使用し

た状態で、遠見視力、中距離視力、近見視力、チトマスステレオテストを含む両眼
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視機能検査及び眼球運動検査について基準に適合することが確認されれば、適合と

する。 

４－３ 斜視の手術歴のある場合は、チトマスステレオテスト及び大型弱視鏡を含む両眼

視機能検査で異常を認めないことが確認されれば、適合とする。なお、術後の初回

の航空身体検査時に異常が認められなかった者の次回以降の検査では、大型弱視鏡

検査を省略可能とする。 

（不同視） 

４－４ 不同視を呈するものについて、深視力が正常である場合は、適合とする。深視力

検査（二杆法又は三杆法）の正常範囲は、次のとおりとする。 

二杆法の場合は、５回平均値が３０mm以内のもの 

三杆法の場合は、５回平均値が２０mm以内のもの 

４－５ 前回の深視力検査結果が正常範囲であり、かつ、屈折度の左右の差異が前回検査

時より悪化していないものについては、深視力検査（二杆法又は三杆法）を省略可

能とする。 

５．備 考 

上記２．不適合状態の者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合には、視力、

屈折度、眼位、輻湊近点、プリズムテスト、大型弱視鏡（初回は必須）、深視力（不

同視を呈する場合に限る）、チトマスステレオテスト等の成績を付して申請すること。 

 

１０－５ 視 野 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある視野の異常がないこと。  

２．不適合状態 

２－１ 動的量的視野検査最大イソプタ（Ｖ/４）において、正常視野から半径方向に１

５°以上の狭窄を認めるもの 

２－２ 動的量的視野検査Ⅰ/４において、暗点を示すもの 

２－３ 静的量的視野検査において、感度低下を示すもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 検査は、動的量的視野計（ゴールドマン視野計）又は周辺視野を確認することが

できる静的量的視野計により行うこと。 

３－２ 動的量的視野計（ゴールドマン視野計）により検査する場合は、Ｖ/４及びⅠ/

４のイソプタについて、少なくとも１５°毎に測定を行うこと。 

３－３ 動的量的視野計（ゴールドマン視野計）による検査において、正常視野は、最大

イソプタが次に示す範囲以上とする。 

上方６０°、外上方７５°、外方９５°、外下方８０°、下方７０°、 

内下方６０°、内方６０°及び内上方６０° 

４．評価上の注意 

４－１ 動的量的視野計（ゴールドマン視野計）で視野異常が疑われる場合には、眼科医
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の診断を受けること。 

４－２ 静的量的視野計で感度低下所見が疑われた場合、動的量的視野計（ゴールドマン

視野計）で測定し、眼科医の診断により異常が認められなければ、適合としてよい。 

５．備 考 

５－１ 上記２．の不適合状態の者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合、動的

量的視野計(ゴールドマン視野計）による視野検査（少なくともⅤ／４、Ⅰ／４、

Ⅰ／３、Ⅰ／２、Ⅰ／１の５本のイソプタで測定すること）と静的量的視野計（ハ

ンフリー視野計等）による視野検査の結果、過去２年分の視野検査結果（過去に視

野検査を行っている場合に限る。）、眼圧、眼底所見、自覚症状、臨床所見等を付

して申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病態等が進行

しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医で適

合とすることを許可される。 
 

１０－６ 眼球運動 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある眼球運動の異常がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 複視 

２－２ 病的眼振 

２－３ その他眼球運動に異常のあるもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 眼球運動検査は、視診により８方向（内、外、上、下、斜上内、斜上外、斜下内、

斜下外）について行うこと。 

３－２ 上記検査法で異常が認められた場合は、下記の検査のいずれかを実施すること。 

（１）複像検査 

（２）注視野検査  

４．評価上の注意 

４－１ ３－２の結果複視が認められず、かつ、視認可能範囲について、各方向（８方向）

が４５°以上ある場合は、適合とする。 

４－２ 眼振が疑われる場合は、１１．耳鼻咽喉１１－２平衡機能を参照すること。 

５．備 考 

５－１ 上記２．不適合状態の者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、視機

能検査結果及び複像検査等の成績（ヘスチャート等）を付して申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病態等が進行

しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医で適

合とすることを許可される。 
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１０－７ 色 覚 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある色覚の異常がないこと。 

２．不適合状態 

石原色覚検査表で正常範囲と認められないもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 色覚検査は、石原色覚検査表（学校用色覚異常検査表を除く。）を用い、原則と

して初回の航空身体検査時に行うこと。 

３－２ 色覚検査表は、変色又は褪色していないものを用いること。 

３－３ 検査時の照明は、自然光又はそれに準じた人工光線を用いること。 

３－４ 後天色覚異常の有無に注意すること。  

４．評価上の注意 

上記２．不適合状態の者が、パネルＤ－１５検査結果においてパス判定の場合は、

適合とする。この場合において、眼科専門医の診断により確認を行うこと。 

５．備 考 

５－１ 上記２．不適合状態の者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、パネ

ルＤ－１５検査結果を付して申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、航空業務に支障を来すおそれがなく、病態等が進行しな

いと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医で適合と

することを許可される。 
 

１１． 耳鼻咽喉 

１１－１ 内耳、中耳及び外耳 

１．身体検査基準 

内耳、中耳（乳様突起を含む。）又は外耳に航空業務に支障を来すおそれのある疾

患がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 内耳、中耳及び外耳 

（１） 真珠腫性中耳炎 

（２） メニエール病 

（３） 突発性難聴 

（４） 外リンパ瘻（内耳窓破裂） 

（５） 良性発作性頭位めまい症 

（６） 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いのあるもの 

（７） 航空業務に支障を来すおそれのある炎症性疾患 

２－２ その他 

（１） 聴神経腫瘍及びその他の小脳橋角部腫瘍 

（２） 前庭神経炎 
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３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 内耳及び中耳の疾患については、眩暈を生じる場合があるので既往歴等について

慎重に確認すること。 

３－２ 必要に応じて耳鼻咽喉科医の診断により確認すること。 

３－３ メニエール病、良性発作性頭位めまい症及び前庭神経炎については、１１．耳鼻

咽喉１１－２平衡機能障害も参照のこと。 

４．評価上の注意 

４－１ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いがある者については、１．一般１－３腫瘍を参

照のこと。 

４－２ 突発性難聴については、平衡機能に異常がなく聴力基準を満たす時は、適合とす

る。 

４－３ 良性発作性頭位めまい症については、自覚症状が消失し、眼振検査、平衡機能検

査で異常を認めないことが確認されれば、適合とする。 

［第１種］ 

４－４ 上記２－１の疾患が臨床的に治癒している場合であっても、あぶみ骨手術の既往

があるときは不適合とする。 

ただし、その手術法が小開窓あぶみ骨切除手術(small fenestra stapedectomy）

であり、手術後６ヶ月以上を経過し平衡機能に異常がなく聴力基準を満たすとき

は、適合とする。 

５．備 考 

５－１ 上記２．不適合状態の者で、経過良好である者が国土交通大臣の判定を受けよう

とする場合は、臨床経過、聴力検査、平衡機能検査の結果等を付して申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病態等が進行

しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医で適

合とすることを許可される。 
 

１１－２ 平衡機能 

１．身体検査基準 

平衡機能障害がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ めまい症（良性発作性頭位めまい症を除く。）及びその既往歴のあるもの 

２－２ 内耳及び中枢に起因する平衡機能障害及びその既往歴のあるもの 

２－３ 動揺病 

２－４ 病的眼振  

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 眼振検査は、視診により正中と４方向（右、左、上、下）について行うこと。 

３－２ 自発眼振及び頭位眼振検査 

３－１の視診において眼振が疑われた場合に行う。 
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［実施方法］ 自発・注視眼振検査及びフレンツェル眼鏡下で頭位眼振検査を行

う。 

［判定基準］ 眼振が認められる場合は、不適合とする。 

３－３ 平衡機能障害が疑われる場合には、付録１－２に掲げる検査のうちから必要に応

じて行い、評価すること。 

３－４ 動揺病は、平衡機能障害のあるもの及び心理的影響によっても生ずる「空酔い」

の重大なものを指しており、注意深く問診すること。 

４．評価上の注意 

４－１ 不適合状態が疑われる場合には、耳鼻咽喉科医による精査を実施すること。 

４－２ めまい症の既往歴のあるもの又は内耳及び中枢に起因する平衡機能障害の既往

歴のあるもののうち、単回の発作で基礎疾患がなく、症状が消失して眼振検査及び

平衡機能検査で異常を認めないことが確認されれば、適合とする。 

５．備 考 

５－１ 上記２．不適合状態の者が国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、眼振検

査（フレンツェル眼鏡使用又は赤外線ＣＣＤカメラ下）、平衡機能検査（付録１－

２のいずれか）、電気眼振計による検査（ＥＮＧ）結果等を付して申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病態等が進行

しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医で適

合とすることを許可される。 
 

１１－３ 鼓 膜 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある鼓膜の異常がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 耳漏、鼓膜発赤、耳痛等の活動性病変のあるもの 

２－２ 瘻孔症状のあるもの、すなわち圧変化によりめまいが起きるおそれのあるもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 鼓膜所見は、耳鏡により確認すること。 

３－２ 瘻孔症状は、外耳道を指で閉鎖し、圧をかけたときのめまい感や眼振の有無によ

り確認すること。必要に応じて耳鼻咽喉科医の診断により確認すること。 

４．評価上の注意 

鼓膜に穿孔が認められた場合又は中耳換気チューブを留置している場合であって、

基準値を超える聴力低下がなく、かつ、２．に記載された症状がないときは適合とす

る。 

５．備 考 

 

１１－４ 耳 管 

１．身体検査基準 
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耳管機能障害がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 耳管狭窄症 

２－２ 耳管開放症 

３．検査方法及び検査上の注意 

圧変化による耳痛及び耳閉感、自声音響、呼吸音の自覚等の耳管機能障害が疑われ

る症状がある場合は、耳鼻咽喉科医の診断により確認すること。 

４．評価上の注意 

５．備 考 

５－１ 上記２．不適合状態の者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合には、テ

ィンパノメトリー等の検査結果を付して申請すること。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、病態等が進行

しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医で適

合とすることを許可される。 
 

１１－５ 鼻腔、副鼻腔及び咽喉頭 

１．身体検査基準  

鼻腔、副鼻腔又は咽喉頭に航空業務に支障を来すおそれのある疾患がないこと。 

２．不適合状態 

２－１ 鼻腔、副鼻腔 

（１） 高度な鼻閉を伴うアレルギー性鼻炎 

（２） 進行性鼻壊疽 

（３） 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いのあるもの 

（４） 航空業務に支障を来すおそれのある炎症性疾患 

２－２ 咽喉頭 

（１） 軟口蓋麻痺 

（２） 咽頭外傷で後遺症のあるもの 

（３） 喉頭狭窄 

（４） 声帯麻痺 

（５） 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いのあるもの 

３．検査方法及び検査上の注意 

鼻腔及び副鼻腔所見にて疾患の有無が疑わしい場合は、画像検査等を実施して診断

を確認すること。 

４．評価上の注意 

４－１ アレルギー性鼻炎については、１．一般１－７アレルギー疾患を参照のこと。 

４－２ 上記２－２（１）から（４）について、重度の構音障害がなく、音声コミュニケ

ーションが可能であり、航空業務に支障を来すおそれのないものは、適合とする。 

４－３ 腫瘍又はその既往歴若しくは疑いのあるものについては、１．一般１－３腫瘍を
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参照のこと。 

４－４ 必要に応じて、１．一般１－６リウマチ疾患、膠原病又は免疫不全症、５．血液

及び造血器系を参照のこと。 

５．備 考 

５－１ 上記２－１（４）のうち、好酸球性副鼻腔炎に対して手術を行い経過良好の者が、

国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、鼻内所見、経過記録（気管支喘息合

併の有無と術後の治療状況を含む）及び手術記録を付して申請すること。 

５－２ 上記２－２（５）の者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、局所所

見、画像検査結果、機能障害の有無に関する報告、血液検査結果（腫瘍マーカーを

含む。）治療内容（手術記録を含む）及び病理組織結果を付して申請すること。 
 

１１－６ 鼻中隔 

１．身体検査基準  

鼻腔の通気を著しく妨げる鼻中隔の彎曲がないこと。 

２．不適合状態 

高度の鼻中隔彎曲 

３．検査方法及び検査上の注意  

４．評価上の注意 

４－１ 鼻鏡所見で鼻腔通気を著しく妨げる鼻腔形態異常が認められるものは、不適合と

する。 

４－２ 高度の鼻中隔彎曲のある者のうち、鼻中隔矯正術により鼻腔形態及び鼻閉が改善

されたことが確認された場合は、適合とする。 

５．備 考 
 

１１－７ 吃、発声障害及び言語障害 

１．身体検査基準 

吃、発声障害又は言語障害がないこと。 

２．不適合状態 

吃、発声障害又は言語障害  

３．検査方法及び検査上の注意  

４．評価上の注意 

発声障害又は構音障害により音声に異常を来し、音声によるコミュニケーションの

困難な場合は不適合とする。 

５．備 考 
 

１２．聴力 

１．身体検査基準 

［第１種］ 
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暗騒音が５０dB（A）未満の部屋で、各耳について５００、１，０００及び２，００

０Hzの各周波数において３５dB を超える聴力低下並びに３，０００Hzの周波数におい

て５０dBを超える聴力低下がないこと。 

［第２種］ 

（１）計器飛行証明を有する者にあっては、暗騒音が５０dB（A）未満の部屋で、各耳

について５００、１，０００及び２，０００Hzの各周波数において３５dBを超える

聴力低下並びに３，０００Hzの周波数において５０dB を超える聴力低下がないこ

と。 

（２）（１）に掲げる者以外の者にあっては、次のいずれかに該当すること。 

イ  暗騒音が５０dB（A）未満の部屋で、各耳について５００、１，０００及び

２，０００Hzの各周波数において４５dBを超える聴力低下がないこと。これ

を満たさない場合は、暗騒音が５０dB（A）未満の部屋で、いずれか一方の耳

について５００、１，０００及び２，０００Hzの各周波数において３０dBを

超える聴力低下がないこと。 

ロ  暗騒音が５０dB(A)未満の部屋で、後方２mの距離から発せられた通常の強

さの会話の音声を両耳を使用して正しく聴取できること。 

２．不適合状態 

３．検査方法及び検査上の注意 

３－１ 聴力レベルを測定するオージオメーターはJIS T 1201-1:2000又はこれと同等の

基準によって校正されたものを用いること。 

３－２ 検査室内の暗騒音の測定は、指示騒音計の指示計器の動特性を緩（slow）として

行う。 

［第２種］ 

３－３ 検査用語音としては、日本聴覚医学会が作成した５７式語表又は６７式語表等を

使用することが望ましい。航空関係の用語を検査用語音として用いてはならない。 

４．評価上の注意 

聴力低下が認められた場合は、１１．耳鼻咽喉２．不適合状態の基礎疾患がないこ

と及び語音聴力検査により両耳の語音弁別能が８５％以上であることが確認されれ

ば、適合とする。 

５．備 考 

５－１ 上記１．の基準値を超えた聴力低下を認められた者が国土交通大臣の判定を受け

ようとする場合は、オージオグラム（過去２年分の検査結果があれば、これを付す

こと。）及び語音聴力検査成績、必要に応じて画像検査結果等を付して申請するこ

と。 

５－２ 上記５－１の者のうち、十分な観察期間を経て経過良好であって、聴力低下が進

行しないと認められるものについては、国土交通大臣の指示により、以後指定医で

適合とすることを許可される。 
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１３． 口腔及び歯牙 

１．身体検査基準 

口腔及び歯牙に航空業務に支障を来すおそれのある疾患又は機能障害がないこと。 

２．不適合状態 

歯牙、上顎骨、下顎骨又は口腔周辺軟部組織の疾患等により、疼痛を伴うもの又は

航空業務により疼痛の生じるおそれのあるもの。 

３．検査方法及び検査上の注意 

必要に応じてエックス線検査により診断すること。未治療のう歯（虫歯）、歯根の

う胞、根尖膿瘍及び歯髄炎等は航空業務（気圧の変化）により新たな歯痛を発生させ

ることがあるため、すみやかに治療を受けさせること。 

４．評価上の注意  

５．備 考 
 

１４． 総合 

１．身体検査基準 

航空業務に支障を来すおそれのある心身の欠陥がないこと。  

２．不適合状態  

３．検査方法及び検査上の注意 

４．評価上の注意  

５．備 考 
 

 

Ⅳ．附則（平成19年３月２日） 

このマニュアルは、平成19年４月１日以降に行われる航空身体検査証明申請について適用

する。 
 

附則（平成20年３月25日） 

このマニュアルは、平成20年４月１日以降に行われる航空身体検査証明申請について適用

する。 
 

附則（平成23年６月30日） 

このマニュアルは、平成23年７月１日以降に行われる航空身体検査証明申請について適用

する。 
 

附則（平成24年３月30日） 

このマニュアルは、平成24年４月１日以降に行われる航空身体検査証明申請について適用

する。 
 

附則（平成25年８月20日） 
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このマニュアルは、平成25年８月26日以降に行われる航空身体検査証明申請について適用

する。 
 

附則（平成25年11月27日） 

このマニュアルは、平成25年12月20日以降に行われる航空身体検査証明申請について適用

する。 
 

附則（平成26年10月３日） 

このマニュアルは、平成26年10月27日以降に行われる航空身体検査証明申請について適用

する。 
 

附則（平成30年６月12日） 

このマニュアルは、平成30年７月17日以降に行われる航空身体検査証明申請について適用

する。 
 

附則（令和元年６月17日） 

このマニュアルは、令和元年８月１日以降に行われる航空身体検査証明申請について適用

する。 

 

附則（令和４年３月29日） 

このマニュアルは、令和４年４月１日以降に行われる航空身体検査証明申請について適用

する。 

 

附則（令和７年４月21日 国空安政第96号） 

１．このマニュアルは、令和７年６月１日以降に行われる航空身体検査証明申請について適

用する。 

２．「国土交通大臣の判定申請に適用する追加運用指針」（平成19年３月５日制定、国空乗

第557号）、「経皮経管冠動脈形成術（ＰＣＩ）、冠動脈バイパス術（ＣＡＢＧ）等」（平

成19年３月５日制定、国空乗第557号）、「ワルファリンカリウム錠の使用」（平成19年３

月５日制定、国空乗第557号）、「無症候性脳梗塞に関する取扱いについて」（平成20年３

月19日制定、国空乗第630号）及び「屈折矯正手術後における検査結果の確認要領」（平成

25年11月27日制定、国空航第689号）は廃止する。 
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付録 

１－１ 脳波測定方法 

脳波測定基準 

脳波計：１８チャンネル脳波計（１４チャンネルでも可） 

電極配置：１０-２０法（次頁のモンタージュ参照） 

ＴＣ：０．３（ただし、発汗などにより基線の動揺が著しい場合は０．１とし、その旨を明記

する。） 

ＨＦ：１２０（緊張などによりＥＭＧの多い場合は６０とし、その旨を明記する。） 

キャリブレーション：５mm/５０μV 

紙送り速度：３cm/sec 

（１） 安静、開閉眼 

例えば、以下のようなMP、 

睡眠（Stage2）まで                   BPモンタージュで約２０分 

（２）光刺激（３～４分） 

   ３，６，８，１０，１２，１５，１８，２０，２１，２４，３０ｆ/s 

（３）過呼吸（４分、過呼吸後、最低３分記録）１分間２０～２５回の深い換気を行わせること。 

 
 

１８チャンネル脳波計（脳波１６ch） 
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14 チャンネル脳波計（脳波 12ch）のときは、（ ）は省略 

モンタージュ例（必ずしもこのとおりでなくとも良い） 

MP：単極導出，同側耳朶（A1,A2）を基準電極とする 

MP（AV）：平均電位基準電極（AV）を基準電極とする 

BP：双極導出 
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付録 

１－２ 平衡機能検査 

１ 歩行検査 

［実施方法］閉眼して 6m の距離を前進させ、真すぐに歩行した場合に到着すべき点と、実際に

到着した点との左右への偏りを測定する。 

［判定基準］前進で 1m 以上左右への偏倚がある場合は、不適合とする。 

２ 足踏検査 

［実施方法］半径 0.5m 及び 1m の 2 個の同心円の中心に両足を揃え起立させ、遮眼のうえ両上肢

を前方に伸ばし、50 歩の足踏みをさせる。 

足踏み中の動揺の有無、終了時の回転角度及び移行距離を測定する。 

［判定基準］90゜以上の回転角度、1m 以上の移行距離又は著しい動揺が認められる場合は、不適

合とする。 

３ 起立検査 

（１）両脚直立検査 

［実施方法］眼及び閉眼で被検者の両足先を合わせた状態で直立させ、30 秒間身体の平衡状態を

観察する。 

［判定基準］開眼時及び閉眼時ともに身体の動揺の少ないこと。 

（２）マンテスト（Mann Test） 

［実施方法］両脚を前後に（矢状面上に）一直線上におき、1 側の脚の足先を他側の脚の踵に接

して起立させ、両脚を伸ばし、正頭位で正面視させる。この姿勢でまず開眼で検査

し、次いで遮眼して 30 秒間観察する。なお、前後の足を交替して同様の観察を行

う。 

［判定基準］開眼時及び閉眼時ともに著明な動揺又は転倒のないこと。 

４ 遮眼書字検査 

［実施方法］頭、躯を正面に向け、正しい姿勢で椅子にかけさせ（躯のいかなる部分もよりかか

ったり、触れさせてはならない。）、鉛筆を持たせ、まず、開眼のまま文字（自分

の氏名がよい。）を 3cm ないし 5cm 平方の大きさで縦書きさせる。次に、遮眼し、

開眼時と同じ文字を書かせる。 

［判定基準］左右 10゜以上の偏書が毎回認められる場合又は各文字に著しい不均整が認められる

場合は不適合とする。 
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付録 

１－３ 無症候性脳血管障害の画像診断基準 

 「無症候性脳血管障害」とは、次の条件を満たすものをいう。 

１）血管性の脳実質病巣による神経症候（腱反射の左右差、脳血管性痴呆を含む）がないこと。 

２）一過性脳虚血発作を含む脳卒中がないこと。 

３）画像診断上（ＣＴ、ＭＲＩなど）で血管性の脳実質病変（梗塞巣、出血巣など）の存在が確

認されること。 
 

１．脳梗塞 

［ＭＲＩ］１）梗塞巣は原則として径が 3mm を超える不整形不均質の病変で T2 強調画像で高信

号域で、T1 強調画像で低信号域のものとする。 

２）のう胞化した梗塞巣では、プロトン密度強調画像、FLAIR 法で病変中心部が低信

号（髄液と同等）で、周囲に高信号域を伴うことがある。 

３）血管周囲腔の拡大の場合は、一般に T2 強調画像が整形で均質な高信号域であり、

穿通枝動脈、髄質動静脈の走行に沿い、大脳基底核の下 1/3 にしばしばみられ、左

右対称性のことが多い。径が 3mm を超えることは少ない。プロトン密度強調像、FLA 

IR 法では全体が髄液と同等の低信号域となる。 

［ＣＴ］ 上記基準は原則としてＣＴ所見にも適応できる（この場合 MRI-T2 強調画像の高信号

域は低信号域となる）が、慢性期脳出血巣との鑑別が困難なことが多い。 
 

２．出血巣 

［ＭＲＩ］１）病期によって所見が異なるが、梗塞巣との鑑別には急性期はＣＴがすぐれ、慢性

期はＭＲＩがすぐれる。 

２）発症後数日間は、T1 強調画像で高信号の枠で囲まれた、等もしくは軽度の低信号

域、T2 強調画像で中心部低信号で周囲がやや高信号を呈する。 

３）亜急性期では、病巣全体がいずれの場合も高信号域となるが、中心部は等信号域

となることもある。 

４）慢性期では不整形の病変で、中心部が T1 強調画像で低信号、T2 強調画像で高信

号となるが、T2 強調画像では、周囲に hemosiderin による低信号の ring 状陰影が

みられる。 

［ＣＴ］ １）急性期には限局した高吸収域として描出される。 

２）血腫吸収後の慢性期には、不整形の低吸収域となり、梗塞巣との鑑別が、困難な

ことが多い。 
 

３．びまん性白質病変（Leukoaraiosis） 

［ＭＲＩ］１）側脳室周囲に認められる、いわゆる"cap"ないし"rim"状の T2 強調画像の高信号

域は血管性の病的変化とは認めない。 

２）側脳室周囲から深部白質に進展する T2 強調画像の不規則な高信号域のうち、そ
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の中に斑状の著しい高信号域を認める場合や、病的分布が明らかに非対称である場

合は血管性病変の可能性が否定できない。 

［ＣＴ］ 上記基準は原則として CT 所見にも適応できる（この場合は MRI-T2 強調画像の高信号

域は低吸収域となる）。 
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付録 
１－４ 国土交通大臣の判定申請に適用する追加運用指針 経皮経管冠動脈形成術（ＰＣＩ）、

冠動脈バイパス術（ＣＡＢＧ）等 
 
 

国土交通大臣の判定を行う場合には、本指針を適用するものとする。 
 
Ⅰ．関連規定 
航空身体検査マニュアル第Ⅲ章（抜粋） 
３－３ 冠動脈疾患 
１．身体検査基準 

冠動脈疾患又はその徴候がないこと。 
２．不適合状態 
２－３ 冠動脈障害に対する治療歴のあるもの 

（１） 経皮経管冠動脈形成術（ＰＣＩ） 
（２） 冠動脈バイパス術（ＣＡＢＧ） 

５．備考 
５－２ 冠動脈疾患により、ＰＣＩ又はＣＡＢＧ等の冠動脈血行再建術による治療歴を有す

る者であって、手術後に心イベントを呈さず、手術から１年間を無症候に経過してい
る者で、国土交通大臣の判定を受けようとする場合は、治療内容を含む臨床経過、安
静時心電図、心臓超音波検査、運動負荷心電図検査、冠動脈造影又は冠動脈ＣＴ所見
等を付して申請すること。 

 
Ⅱ．申請の要件 

冠動脈疾患（狭心症、心筋梗塞等）により、経皮経管冠動脈形成術（ＰＣＩ）、冠動脈バイ
パス術（ＣＡＢＧ）等による治療歴を有する申請者は、再発の危険因子（高脂血症、高血圧、
糖尿病、喫煙等）のコントロールが確認され、次に掲げる要件を満たしている場合には、国土
交通大臣の判定を受けることができる。 
１．手術後、心事故を呈さず、１年間を無症候に経過していること。 
２．運動負荷心電図（Treadmill 法）で、虚血性所見を示さないこと。 
３．ホルター心電図上、危険と考えられる調律異常を示さないこと。 
４．冠動脈造影又は冠動脈ＣＴ所見 
（１）ＰＣＩを受けている場合は、ＰＣＩを行った冠動脈に狭窄の進行を認めず、他の末梢

や分枝を除く冠動脈に術前より進行した狭窄所見がなく、心室壁の収縮性が良好に保た
れていること。なお、虚血所見を呈さない末梢や分枝の狭窄については、総合的に判断
すること。 

（２）ＣＡＢＧを受けている場合は、移植した血管の開存性が良好であり、他の重要な冠動
脈にも術前より進行した狭窄所見がなく、心室壁の収縮性が良好に保たれていること。
なお、虚血所見を呈さない末梢や分枝の狭窄については総合的に判断すること。 

 
Ⅲ．国土交通大臣の判定申請時の書類（初回申請時） 
１．既往歴・家族歴 

治療中の疾患や循環器系疾患について詳述すること。 
「心臓病」についての家族歴を記述すること。 

２．現病歴 
冠動脈バイパス移植術や経皮経管冠動脈形成術に至った起始と経過について詳述するこ

と。 
（１）外来通院記録と臨床検査成績 
（２）入院記録と臨床検査成績（左室駆出率等の客観的な結果） 
（３）手術時所見の詳細と手術方法 

① 冠動脈造影所見、狭窄の状況と部位、他の冠動脈の状況、心室壁の収縮性等について
詳述すること。 

② ＰＣＩでは、血栓溶解療法併用の有無、実施部位、実施方法（器具の種類を含む）、
再実施等について詳述すること。 

③ ＣＡＢＧでは、ＰＣＩや血栓溶解療法併用の有無、移植に用いた血管とその数、部位
について詳述すること。 

（４）術後の経過（心事故の有無や合併症を含む）及び検査成績、使用医薬品等について詳
述すること。 
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３．退院後の経過 
（１）自覚症状、心事故、運動能について詳述すること。 
（２）血液生化学検査、胸部レントゲン写真、心電図、運動負荷心電図（Treadmill 法）、

負荷心筋シンチグラム、冠動脈造影所見等について提示すること。 
（３）使用医薬品－医薬品名、用量、期間、内服状況等 

４．申請時の所見等 
（１）自他覚所見（再発の有無など） 
（２）臨床検査成績 

① 冠危険因子（高脂血症、糖尿病、高血圧、肥満、喫煙など）の経過 
② 安静時心電図 
③ 運動負荷心電図（Treadmill 法）－Bruce 又はその変法 
（原則として航空身体検査マニュアルに準じるが、回復期記録は安静時所見に戻るまで
記録すること。） 

④ ホルター心電図記録とその解析 
⑤ 断層心エコー（ドップラー検査を含む。） 
⑥ 負荷心筋シンチグラム（冠動脈ＣＴを評価する場合は不要） 
⑦ 冠動脈造影又は冠動脈ＣＴ；術後１年経過時の所見。術後１年時に検査を実施してい

ない場合は検査を実施し検討を行うこと。 
ａ．ＰＣＩでは、形成術を行った冠動脈の開存性、他の冠動脈の状況、心室壁の収縮

性、左室駆出率、術後所見との比較 
ｂ．ＣＡＢＧでは、移植血管の開存性、他の冠動脈の状況、心室壁の収縮性、左室駆

出率、術後所見との比較 
なお、心室壁の収縮性及び左室駆出率については、心臓超音波検査結果を用いてもよ

い。 
 
Ⅳ．経過観察報告 

冠動脈疾患によりＰＣＩやＣＡＢＧによる治療歴を有する航空機乗員が、国土交通大臣の判
定を申請し、航空身体検査証明書の交付を受けた場合には、以後の国土交通大臣の判定申請時
に次に掲げる報告を行うこと。 

 
１．交付後６ヶ月毎の報告 
（１）自覚症状について、特に心事故について詳述すること。 
（２）冠危険因子についての検討。また使用中の医薬品名、用量と内服状況。 
（３）安静時心電図と運動負荷心電図（Treadmill 法） 
（４）断層心エコー（ドップラー検査を含む。） 
（５）ホルター心電図とその解析記録 
（６）この間の飛行時間 
注：所見や経過によっては、より短い期間での報告又は別途の報告を求めることがある。 
 

２．交付後１２ヶ月毎の報告 
（１）前記１の（１）～（６） 
（２）冠動脈造影若しくは冠動脈ＣＴ又は負荷心筋シンチグラム 
注：所見や経過によっては、より短い期間での報告又は別途の報告を求めることがある。 

 
３．術後５年目、１０年目及び２０年目の報告 

冠動脈造影又は冠動脈ＣＴ；ＰＣＩやＣＡＢＧを実施した冠動脈の開存性、他の冠動脈の
状況、心室壁の運動性、術後所見との比較等について詳述すること。なお、心室壁の運動性
については、心臓超音波検査結果を用いてもよい。 
（自覚症状や心事故が無く運動負荷心電図において進行性の心筋虚血所見を認めない場合） 

 
Ⅴ．適合とみなされた後の冠血行再建術 

基準適合とみなされた後の経過中に、新たにＰＣIやＣＡＢＧを受けた場合には、術後１年間
を無症候に経過した後、改めて申請するものとする。 
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付録 
１－５ 国土交通大臣の判定申請に適用する追加運用指針 ワルファリンカリウム錠の使用 
 
 

国土交通大臣の判定を行う場合には、本指針を適用するものとする。 
 

冠動脈バイパス術（ＣＡＢＧ）、心臓弁膜症に対する機械弁による置換手術等の手術後にワル
ファリンカリウム錠を使用している申請者は、次に掲げる要件を満たしている場合には、国土交
通大臣の判定を受けることができる。 
 
１．心臓手術を要した基礎疾患について 
（１）手術後、１年間を無症候に経過していること。 
（２）心機能が回復し、重大な調律異常を示さないこと。 
（３）運動耐応能が良好で、運動負荷心電図（Treadmill 法）で虚血性所見を示さないこと。 

 
２．手術後のワルファリンカリウム錠の維持管理について 
（１）血液凝固能活性（プロトロンビン時間（INR 値）又はトロンボテスト値）がコントロー

ルされていること。 
（２）他に出血性疾患（消化管潰瘍、血液凝固障害など）がないこと。 
（３）申請者は、医師から「ワルファリンカリウム錠の抗凝血作用は、他の医薬品や食物など

により低下又は増強される諸事実」について知らされ、十分に理解していること。 
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付録 
１－６ 国土交通大臣の判定申請に適用する追加運用指針 無症候性脳梗塞に関する取扱いに

ついて 
 
 

国土交通大臣の判定を行う場合には、本指針を適用するものとする。 
 
Ⅰ．関連規定 
航空身体検査マニュアル第Ⅲ章（抜粋） 
８－７ 中枢神経系統の障害 
２．不適合状態 
２－２ 脳梗塞、脳出血やクモ膜下出血等の頭蓋内出血、脳動脈瘤等の脳・脊髄血管障害又

はこれらの既往歴のあるもの 
５．備考 
５－２ 脳梗塞又は一過性脳虚血発作の既往歴があり、航空業務に支障を来すおそれのある

後遺症がなく、経過良好な者が、国土交通大臣の判定を受けようとする場合、頭部Ｍ
ＲＩ等の画像検査、脳波及びその所見、現在の神経学的所見及び治療内容を含む臨床
経過、心血管系の評価、危険因子（喫煙、高脂血症、肥満、高血圧、糖尿病等）につ
いての検討等を付して申請すること。無症候性脳梗塞、無症候性脳動脈硬化症につい
てもこれに準じる。また、無症候性脳梗塞の診断は、無症候性脳血管障害の診断基準
（付録１－３）を参照のこと。 

 
付録 
１－３ 無症候性脳血管障害の画像診断基準（抜粋） 
「無症候性脳血管障害」とは、次の条件を満たすものをいう。 

１）血管性の脳実質病巣による神経症候（腱反射の左右差、脳血管性痴呆を含む）がないこと。 
２）一過性脳虚血発作を含む脳卒中がないこと。 
３）画像診断上（ＣＴ、ＭＲＩなど）で血管性の脳実質病変（梗塞巣、出血巣など）の存在が

確認されること。 
１．脳梗塞 
[ＭＲＩ] １）梗塞巣は原則として径が３㎜を超える不整形不均質の病変で T2 強調画像で高信

号域で、T1 強調画像で低信号域のものとする。 
２）のう胞化した梗塞巣では、プロトン密度強調画像、FLAIR 法で病変中心部が低
信号（髄液と同等）で、周囲に高信号域を伴うことがある。 

 
Ⅱ．国土交通大臣の判定申請時の書類（初回申請時） 

次の１．から３．に係る書類を提出すること。その際は原則としてそれらの原本も併せて提
出すること。また、検査結果に異常所見等が認められるときは、関連する検査の結果等の書類
を併せて提出すること。 

 
１．頭部ＭＲＩ画像 

原則として、次の条件を満たすこと。 
（１）撮像条件は T1 強調画像、T2 強調画像、FLAIR であること。 
（２）スライス厚は６㎜以下であること。 

磁場強度は１．５テスラ以上が望ましい。 
微小出血が疑われる場合は撮像条件として T2*強調画像を併せて提出すること。 

 
２．危険因子に関する評価（治療内容等も含む。） 
（１）血圧の経過及び２４時間血圧測定の結果（ABPM 等）。 
（２）糖尿病に関し、グルコース及び HbA1C を含む検査結果並びに臓器障害の評価。糖尿病を

認める場合は併せて血糖日内変動の結果。 
（３）高脂血症に関し、総コレステロール、中性脂肪、LDL-コレステロール及び HDL-コレステ

ロールの実測値。 
（４）動脈硬化に関し、次に掲げる項目の評価。 

① 頚動脈エコー 
② 腎機能検査（クレアチニンクリアランス、尿中アルブミン定量精密測定） 
③ 眼底写真及びその所見 

（５）ホルター心電図による評価。 
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（６）心肥大に関し、心臓超音波検査の評価。 
（７）現病歴、身体所見、既往歴、家族歴及び喫煙歴。家族歴については、脳卒中発作のみな

らず、危険因子に関する事項も報告すること。 
 
３．認知機能に関し、６ヵ月毎の定期訓練及び審査の評価を記したもの。自家用操縦士等でこ

れらの提出が困難な場合は、MMSE（Mini-Mental State Examination）等の認知機能検査の結
果。 

 
Ⅲ．管理及び報告 

無症候性脳梗塞を有する航空機乗組員が、国土交通大臣の判定を申請し、航空身体検査証明
書の交付を受けた場合には、１．に掲げる要領で健康管理を行うこと。また、以後の国土交通
大臣の判定申請時に、２．に掲げる項目について報告を行うこと。 

なお、国土交通大臣はこれらについて、必要に応じ、内容及び様式等を追加又は指定するも
のとする。 

 
１．管理 

固定した、神経内科等の脳梗塞の専門医による定期的な管理を受けること。画像所見の増
悪や神経症状の出現等、病状の悪化があった場合には、直ちに乗務を停止し、直近の審査会
に報告すること。 

上記の乗組員を使用する事業者は、社内における管理を厳重に行うこと。 
 
２．報告 
（１）頭部ＭＲＩ 

１年に１回を基準とする。撮像条件は原則として T1 強調画像、T2 強調画像、FLAIR とし、
スライス厚は６㎜以下とする。 

（２）１．で定める専門医による神経所見及び治療内容を含めた臨床経過、並びに危険因子に
関する次に掲げる評価。 
① 血圧の経過及び２４時間血圧測定結果（ABPM 等） 
② 糖尿病に関し、グルコース、HbA1C を含む検査結果及び臓器障害の評価 
③ 高脂血症に関し、総コレステロール、中性脂肪、LDL-コレステロール及び HDL-コレス

テロールの実測値 
④ 動脈硬化に関し、次に掲げる項目の評価 
１）頚動脈エコー 
２）腎機能検査（クレアチニンクリアランス、尿中アルブミン定量精密測定） 
３）眼底写真及び所見 

⑤ 心肥大に関し、心臓超音波検査を含む評価 
⑥ 禁煙の現状 

（３）認知機能に関し、定期訓練又は審査の評価を記したもの。なお、自家用操縦士等で前記
の提出が困難な場合は MMSE 等の認知機能検査の結果。 
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付録２ 

The ICD-10 Classification of Mental and Behavioural Disorders 
 

  (省略) 
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付録３ 
航空身体検査証明に付す眼鏡に係る条件の取扱い 
 
 

本マニュアルのⅢ．１０．１０－１遠見視力、１０－２中距離視力及び１０－３近見視力の
検査結果によって、航空身体検査証明に付す眼鏡に係る条件の取扱いを次のとおりとする。 

 
 
１．航空身体検査証明を受けた者が、当該証明の有効期間中に視力低下を自覚した場合であっ

ても、新たに眼鏡を使用することや眼鏡を変更することにより視力基準に適合することが指
定医により確認された場合には、以後、当該航空身体検査証明の有効期間が満了する日まで、
常用眼鏡を使用すること又は矯正眼鏡を携帯すること、かつ、予備眼鏡を携帯することによ
り、航空業務を行えるものとする。 

 
２．裸眼で視力基準に適合し、眼鏡条件が付されていない航空身体検査証明を有する者が、航

空業務を行うときのパフォーマンス向上を目的として眼鏡を使用することは、許容される。 
 
３．サングラス（度付きを含め視力基準を満たすもの）の使用は、サングラス以外の常用眼鏡

と予備眼鏡を携帯することを条件に、日中に限って許容される。 
 

 

 


